
リサイクル燃料備蓄センター
使用済燃料貯蔵事業変更許可申請

基準地震動の策定
［資料集］

資料1-4-2

令 和 ２ 年 ７ 月 ２ ７ 日
リサイクル燃料貯蔵株式会社 



無断複製・転載禁止 リサイクル燃料貯蔵株式会社
1

余白



無断複製・転載禁止 リサイクル燃料貯蔵株式会社 2

目次

１．地下構造モデルの策定 ・・・・・・・・・ 3

1.1 地質調査結果に基づく地下構造

1.2 地震観測記録の分析

1.3 地下構造モデルの設定

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 ・・・・・・・・・ 49

2.1 プレート間地震

2.2 海洋プレート内地震

2.3 内陸地殻内地震

３．震源を特定せず策定する地震動 ・・・・・・・・・ 131

3.1 Mw6.5以上の2地震

3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

４．日本海溝沿いの地震活動の長期評価（地震調査委員会（2019））
の地震動評価内容への影響 ・・・・・・・・・ 214



無断複製・転載禁止 リサイクル燃料貯蔵株式会社 3

１．地下構造モデルの策定

1.1 地質調査結果に基づく地下構造

1.2 地震観測記録の分析

1.3 地下構造モデルの設定

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

2.1 プレート間地震

2.2 海洋プレート間地震

2.3 内陸地殻内地震

３．震源を特定せず策定する地震動

3.1 Mw6.5以上の2地震

3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

４．日本海溝沿いの地震活動の長期評価（地震調査委員
会（2019））の地震動評価内容への影響



無断複製・転載禁止 リサイクル燃料貯蔵株式会社

1.地下構造モデルの策定／1.1地質調査結果に基づく地下構造

弾性波探査
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敷地周辺広域の深部地下構造や速度構造を把握するため、以下の
弾性波探査を実施している。

① S波反射法地震探査

② P波反射法地震探査

③ 屈折法地震探査

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p3 再掲
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【Ｓ波反射法地震探査】

S波反射法地震探査を敷地

廻りの東西測線、南北測線
において実施し、S波速度構
造を確認している。

南北測線

敷地

東西測線

Ｓ波反射法地震探査の仕様
振源：ミニバイブ 1台
発振点間隔：10m

受信点間隔：20m

収録時間：12sec

サンプリング間隔：4msec

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p4 再掲
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図中の青字：区間速度（m/s）
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南北測線の深度断面東西測線の深度断面

【S波反射法地震探査結果】

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p5 再掲
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【P波反射法地震探査】

P波反射法地震探査をA,B,C測線において実施し、
P波速度構造を確認している。

A測線

B測線

C測線

敷地

Ｐ波反射法地震探査の仕様
振源：バイブロサイス 1～3台
発振点間隔：標準40m

受信点間隔：20m

収録時間：8sec

サンプリング間隔：4msec

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p6 再掲
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弾性波探査（P波反射法地震探査）

【P波反射法地震探査結果のＡ測線深度断面】

敷地付近

Ａ測線深度断面
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B測線 C測線

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p7 再掲
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弾性波探査（P波反射法地震探査）

【P波反射法地震探査のＡ測線深度断面に区間速度を記入】

速度を記入したＡ測線深度断面図
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図中の青字：区間速度（m/s）
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W
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審査会合（H30.9.14）
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【P波反射法地震探査のB測線、C測線深度断面】

B測線深度断面 C測線深度断面

敷地

A測線 A測線

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p9 再掲
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弾性波探査（P波反射法地震探査）

【P波反射法地震探査結果のB,C測線深度断面図に速度を記入】

速度を記入したB測線深度断面図
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速度を記入したC測線深度断面図

青字：区間速度（m/s）

NE
←

SW
→

S
→

N
←

敷地
A測線 A測線

審査会合（H30.9.14）
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【P波反射法地震探査のＡ測線解釈及びＳ波反射法地震探査の結果】

解釈図中の値は十の位を四捨五入したP波速度(m/s)、Vs=の表記はS波反射法地震探査等から推定した値

 敷地付近の地下構造は概ね水平成層構造であり、砂子又基底面以深では標高が深くなるに
従って、S波速度、P波速度ともに速くなっていることが確認できる。

 A測線の東側と西側の下位層の反射パターンが異なるが、その反射パターンの変化部には
明瞭な速度境界を特定することは困難であり、岩相の漸移的な側方変化を表しているものと
想定される。

W
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E
→

敷地付近

火山岩
火山岩

堆積岩

基盤

1.4km/s

2

審査会合（H30.9.14）
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【P波反射法地震探査のＢ測線、Ｃ測線解釈及びＳ波反射法地震探査の結果 】

※解釈図中の値は十の位を四捨五入したP波速度(m/s)、
Vs=の表記はS波反射法地震探査等から推定した値※解釈図中の値は十の位を四捨五入したP波速度(m/s)

 敷地付近の地下構造は概ね水平成層構造であり、砂子又基底面以深では標高が深くなるに
従って、S波速度、P波速度ともに速くなっていることが確認できる。

 C測線の北側と南側の下位層の反射パターンが異なるが、その反射パターンの変化部には

明瞭な速度境界を特定することは困難であり、岩相の漸移的な側方変化を表しているものと
想定される。

B測線深度断面 C測線深度断面
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審査会合（H30.9.14）
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1.地下構造モデルの策定／1.1地質調査結果に基づく地下構造

弾性波探査（屈折法地震探査）
【屈折法地震探査】

屈折法地震探査をA測線において実施し、P波速度構造を確認している。
発振点は、測線の端部と測線の延長線上の合計５箇所に配置している。
解析手法は、レイトレーシング法を用いている。

：発振点 ：測線

屈折法地震探査の仕様

振源：バイブロサイス 3台
発振点間隔：約5km

受信点間隔：20m

収録時間：20sec

サンプリング間隔：4msec

屈折法地震探査測点位置図

A測線

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p13 再掲
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【屈折法地震探査の解釈（Ａ測線）】

 屈折法地震探査では、P波速度5,500m/sの緩い盆状の速度構造が東西に連続してい
ることが確認できる。

振源：バイブロサイス 3台
発振点間隔：約5km

受信点間隔：20m

収録時間：20sec

サンプリング間隔：4msec

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p14 再掲
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【微動アレイ探査実施位置】

アレイ名 アレイ底辺長 アレイ名 アレイ半径 アレイ名 アレイ底辺長

Aアレイ 2000m Aアレイ 2000m

Bアレイ 1000m Bアレイ 1000m

Cアレイ 500m Cアレイ 500m

Dアレイ 250m Dアレイ 250m

Eアレイ 100m Eアレイ 125m

Fアレイ 50m Fアレイ 62.5m

Aアレイ 1600m

Bアレイ 800m

Cアレイ 200m

微動アレイ２ 微動アレイ１ 微動アレイ３

弾性波探査を実施した
A測線に沿って、敷地西側、
敷地付近、敷地東側の
３箇所で微動アレイ探査に
より地盤のS波速度構造を
求めている。

Ａ測線

微動アレイ１

微動アレイ２

敷地

300 600

900

微動アレイ３

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p15 再掲
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【敷地付近において実施した微動アレイ１探査】
○観測分散曲線と理論分散曲線

観測分散曲線 大アレイ（半径1600m）
中アレイ（半径800m）
小アレイ（半径200m）

理論分散曲線

位
相
速
度
（k

m
/s
）

(a)微動アレイ１

周波数(Hz)

微動アレイ１

層番号 深度（m） S波速度(m/s）

1 200 615

2 540 845

3 1755 1480

4 － 3230

○推定地下構造モデルによるS波速度

観測点位置

敷地

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p16 再掲
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観測分散曲線 Ａアレイ，Ｂアレイ
（底辺長2000m，1000m）
Ｃアレイ（底辺長500m）
Ｄアレイ（底辺長250m）
Ｅアレイ，Ｆアレイ
（底辺長100m，50m）

理論分散曲線

(b)微動アレイ２

微動アレイ２

層番号 深度（m） S波速度(m/s）

1 280 705

2 675 975

3 1615 1690

4 － 3305

○観測分散曲線と理論分散曲線

○推定地下構造モデルによるS波速度

観測点位置

敷地

【敷地西側において実施した微動アレイ２探査】

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p17 再掲
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【敷地東側において実施した微動アレイ３探査】
○観測分散曲線と理論分散曲線

(c)微動アレイ３

微動アレイ３

層番号 深度（m） S波速度(m/s）

1 155 560

2 825 825

3 1300 1320

4 － 3430

○推定地下構造モデルによるS波速度

敷地

観測分散曲線 Aアレイ、Bアレイ
Cアレイ、Dアレイ
Eアレイ、Fアレイ

理論分散曲線

観測点位置

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p18 再掲
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微動アレイ２

（Aアレイ中心付近）

▽

微動アレイ１

（小アレイ中心付近）

▽

微動アレイ３

（Aアレイ中心付近）

▽

【微動アレイ探査結果とＰ反射法地震探査のＡ測線深度断面との比較】

 敷地を挟んで東側と西側で、大きな速度構造の差は見られない。
 微動アレイ探査結果の速度境界は、P波反射法地震探査の結果と概ね整合している。

 微動アレイ２の探査結果は、屈折法地震探査の結果と整合しており、敷地西側深部
に基盤が確認できる。

敷地付近

▽

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p19 再掲
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①敷地の地震観測の概要
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2001年7月~

西側観測点

2012年10月~

北側観測点

2012年12月~

南側観測点

配置図 深さ方向の地震計設置位置

西側観測点は、2001年7月から地震観測を行っている。2012年10月に北側観測点、
2012年12月に南側観測点の２地点を追加して観測を行っている。

【敷地の地震観測の概要】

※1：2001年 7月観測開始
※2：2001年10月観測開始
※3：2011年 9月観測開始
※4：2012年10月観測開始
※5：2012年12月観測開始

解放基盤表面位置
（標高-218m）

地震計 地層 地震計 地層 地震計 地層

+ 28 ▽G.L. ▽G.L.

○※1 表　土 ▽G.L. ○※5 表　土

○※4 表　土 田名部層

田名部層 田名部層
-  9 ○※1

- 22 ○※4 ○※5

- 34 ○※1

砂子又層 砂子又層 砂子又層

-218 ○※3 ○※4 ○※5

-300 ○※2

標高
T.P.

（ｍ）

西側観測点 北側観測点 南側観測点

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p20 再掲
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【西側観測点で観測された主な地震記録】

No 地震名 発生日 M
深さ
(km)

震央
距離
(km)

地震発生様式

1 宮城県沖の地震 2003年5月26日 7.1 72 284
海洋プレート内
地震DC型

2 2003年十勝沖地震 2003年9月26日 8 45 241 プレート間地震

3 2008年岩手・宮城内陸地震 2008年6月14日 7.2 8 260 内陸地殻内地震

4 岩手県沿岸北部の地震 2008年7月24日 6.8 108 183
海洋プレート内
地震DE型

5
2011年東北地方太平洋沖
地震

2011年3月11日
9.0

(Mw)
24 387 プレート間地震

6 宮城県沖の地震 2011年4月 7日 7.2 66 355
海洋プレート内
地震DC型

7 岩手県沖の地震 2012年3月27日 6.6 21 195 内陸地殻内地震

8 青森県東方沖の地震 2012年5月24日 6.1 60 73 プレート間地震

9 十勝地方南部の地震 2013年2月 2日 6.5 102 222
海洋プレート内
地震DE型
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No.6
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No.9

西側観測点で観測された主な地震の諸元

主な地震記録の選定方法
• 西側観測点において得られたM5.5以上の地震記録のうち、各地震発生様式ごとに
標高-300m地震計の加速度最大値上位２地震の観測記録を記載。

• 2011年東北地方太平洋沖地震は、東北地方における最大級の地震規模のため記載。

 地震発生様式ごとに地震動レベルの一番大きい地震について、
鉛直アレー観測における深度別応答スペクトルの比較を行い、
増幅特性を確認する。

西側観測点で観測された主な地震の震央分布と発震機構

審査会合（H30.9.14）
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【プレート間地震の深度別応答スペクトル（鉛直アレー記録）】
○No.2 2003年9月26日 2003年十勝沖地震 Ｍ8.0 深さ 45km 震央距離 241km

標高－ 9m
標高－ 34m
標高－300m

NS方向 EW方向 UD方向
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• 地盤中において、著しい増幅やピーク周期の遷移、特定周期での特異な増幅は見られない。
• 標高-34mよりも浅くなると、地盤のS波速度が小さくなっていることによるものと考えられる増幅がみられる。
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【内陸地殻内地震の深度別応答スペクトル（鉛直アレー記録）】
○No.7 2012年3月27日岩手県沖の地震 Ｍ6.6 深さ 21km 震央距離 195km

標高－ 9m
標高－ 34m
標高－300m

NS方向 EW方向 UD方向

標高－ 9m
標高－ 34m
標高－300m

標高－ 9m
標高－ 34m
標高－300m

• 地盤中において、著しい増幅やピーク周期の遷移、特定周期での特異な増幅は見られない。
• 標高-34mよりも浅くなると、地盤のS波速度が小さくなっていることによるものと考えられる増幅がみられる。

審査会合（H30.9.14）
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【海洋プレート内地震DC型の深度別応答スペクトル（鉛直アレー記録）】
○No.6 2011年4月7日宮城県沖の地震 Ｍ7.2 深さ 66km 震央距離 355km

標高－ 9m
標高－ 34m
標高－300m

NS方向 EW方向 UD方向

標高－ 9m
標高－ 34m
標高－300m

標高－ 9m
標高－ 34m
標高－300m

• 地盤中において、著しい増幅やピーク周期の遷移、特定周期での特異な増幅は見られない。
• 標高-34mよりも浅くなると、地盤のS波速度が小さくなっていることによるものと考えられる増幅がみられる。

審査会合（H30.9.14）
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【海洋プレート内地震DE型の深度別応答スペクトル（鉛直アレー記録）】
○No.4 2008年7月24日岩手県沿岸北部の地震 Ｍ6.8 深さ 108km 震央距離 183km

標高－ 9m
標高－ 34m
標高－300m

NS方向 EW方向 UD方向

標高－ 9m
標高－ 34m
標高－300m

標高－ 9m
標高－ 34m
標高－300m

• 地盤中において、著しい増幅やピーク周期の遷移、特定周期での特異な増幅は見られない。
• 標高-34mよりも浅くなると、地盤のS波速度が小さくなっていることによるものと考えられる増幅がみられる。
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•敷地の西側観測点の地盤中において、著しい増幅やピーク周期の遷移、
特定周期での特異な増幅は見られない。
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【３観測点で観測された主な地震記録】

No 地震名 発生日 M
深さ
(km)

震央
距離
(km)

地震発生様式

1 十勝地方南部の地震 2013年2月2日 6.5 102 222
海洋プレート内
地震DE型

2 岩手県内陸南部の地震 2014年6月15日 5.5 94 218
海洋プレート内
地震DC型

3 胆振地方中東部の地震 2014年7月8日 5.6 3 144 内陸地殻内地震

4 青森県東方沖の地震 2014年8月10日 6.1 51 90 プレート間地震

３観測点で観測された主な地震の諸元

主な地震記録の選定方法
• 3観測点が運用を開始した2012年12月~2014年10月までの地
震のうち、地震発生様式ごとに加速度最大値上位１地震の観測
記録を抽出。

 鉛直アレー観測における深度別応答スペクトルの比較を行い、
増幅特性を確認する。

３観測点で観測された主な地震の震央分布と発震機構

注）メカニズム解はF-netを参照。

No.1

No.2

No.3

No.4

審査会合（H30.9.14）
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【No.1 海洋プレート内地震DＥ型の深度別応答スペクトル】
○NS方向（2013/2/2 十勝地方南部の地震，M 6.5，深さ102 km，震央距離222 km）

西側観測点 北側観測点 南側観測点

• 西側観測点において、標高-300mから解放基盤表面（標高-218m）までの間に、地盤中におけるピーク周期の遷移や
特定周期での特異な増幅はみられない。

• 標高約-30mよりも浅くなると、地盤のS波速度が小さくなっていることによるものと考えられる増幅がみられる。

標高－ 9m
標高－ 34m
標高－218m
標高－300m

標高－ 21m
標高－218m

標高－ 21m
標高－218m
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【No.1 海洋プレート内地震DＥ型の深度別応答スペクトル】
○ＥＷ方向（2013/2/2 十勝地方南部の地震，M 6.5，深さ102 km，震央距離222 km）

西側観測点 北側観測点 南側観測点

標高－ 9m
標高－ 34m
標高－218m
標高－300m

標高－ 21m
標高－218m

標高－ 21m
標高－218m

• 西側観測点において、標高-300mから解放基盤表面（標高-218m）までの間に、地盤中におけるピーク周期の遷移や
特定周期での特異な増幅はみられない。

• 標高約-30mよりも浅くなると、地盤のS波速度が小さくなっていることによるものと考えられる増幅がみられる。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p29 再掲



無断複製・転載禁止 リサイクル燃料貯蔵株式会社
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【No.1 海洋プレート内地震DＥ型の深度別応答スペクトル】
○UD方向（2013/2/2 十勝地方南部の地震，M 6.5，深さ102 km，震央距離222 km）

西側観測点 北側観測点 南側観測点

標高－ 9m
標高－ 34m
標高－218m
標高－300m

標高－ 21m
標高－218m

標高－ 21m
標高－218m

• 西側観測点において、標高-300mから解放基盤表面（標高-218m）までの間に、地盤中におけるピーク周期の遷移や
特定周期での特異な増幅はみられない。

• 標高約-30mよりも浅くなると、地盤のS波速度が小さくなっていることによるものと考えられる増幅がみられる。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p30 再掲



無断複製・転載禁止 リサイクル燃料貯蔵株式会社
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【No.2 海洋プレート内地震DC型の深度別応答スペクトル】
○NS方向（2014/6/15 岩手県内陸南部の地震，M 5.5，深さ94 km，震央距離218 km）

西側観測点 北側観測点 南側観測点

標高－ 9m
標高－ 34m
標高－218m
標高－300m

標高－ 21m
標高－218m

標高－ 21m
標高－218m

• 西側観測点において、標高-300mから解放基盤表面（標高-218m）までの間に、地盤中におけるピーク周期の遷移や
特定周期での特異な増幅はみられない。

• 標高約-30mよりも浅くなると、地盤のS波速度が小さくなっていることによるものと考えられる増幅がみられる。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p31 再掲



無断複製・転載禁止 リサイクル燃料貯蔵株式会社
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【No.2 海洋プレート内地震DC型の深度別応答スペクトル】
○ＥＷ方向（2014/6/15 岩手県内陸南部の地震，M 5.5，深さ94 km，震央距離218 km）

西側観測点 北側観測点 南側観測点

標高－ 9m
標高－ 34m
標高－218m
標高－300m

標高－ 21m
標高－218m

標高－ 21m
標高－218m

• 西側観測点において、標高-300mから解放基盤表面（標高-218m）までの間に、地盤中におけるピーク周期の遷移や
特定周期での特異な増幅はみられない。

• 標高約-30mよりも浅くなると、地盤のS波速度が小さくなっていることによるものと考えられる増幅がみられる。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p32 再掲



無断複製・転載禁止 リサイクル燃料貯蔵株式会社
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【No.2 海洋プレート内地震DC型の深度別応答スペクトル】
○ＵＤ方向（2014/6/15 岩手県内陸南部の地震，M 5.5，深さ94 km，震央距離218 km）

西側観測点 北側観測点 南側観測点

標高－ 9m
標高－ 34m
標高－218m
標高－300m

標高－ 21m
標高－218m

標高－ 21m
標高－218m

• 西側観測点において、標高-300mから解放基盤表面（標高-218m）までの間に、地盤中におけるピーク周期の遷移や
特定周期での特異な増幅はみられない。

• 標高約-30mよりも浅くなると、地盤のS波速度が小さくなっていることによるものと考えられる増幅がみられる。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p33 再掲



無断複製・転載禁止 リサイクル燃料貯蔵株式会社
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【No.3 内陸地殻内地震の深度別応答スペクトル】
○NS方向（2014/7/8 胆振地方中東部の地震，M 5.6，深さ3km，震央距離144km）

西側観測点 北側観測点 南側観測点

標高－ 9m
標高－ 34m
標高－218m
標高－300m

標高－ 21m
標高－218m

標高－ 21m
標高－218m

• 西側観測点において、標高-300mから解放基盤表面（標高-218m）までの間に、地盤中におけるピーク周期の遷移や
特定周期での特異な増幅はみられない。

• 標高約-30mよりも浅くなると、地盤のS波速度が小さくなっていることによるものと考えられる増幅がみられる。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p34 再掲



無断複製・転載禁止 リサイクル燃料貯蔵株式会社

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.001

0.002

0.005

0.01

0.02

0.05

0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

0.
5

1

2

51020

(c
m/s

 )2

0.0001

0.001

0.01

0.1

(cm)

周  期(秒)

速
 
度
 

(cm/s)

Res_MTS201407081805MP2_EW.waz

Res_MTS201407081805MP3_EW.waz

(h=0.05)

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.001

0.002

0.005

0.01

0.02

0.05

0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

0.
5

1

2

51020

(c
m/s

 )2

0.0001

0.001

0.01

0.1

(cm)

周  期(秒)

速
 
度
 

(cm/s)

Res_MTN201407081805MP2_EW.waz

Res_MTN201407081805MP3_EW.waz

(h=0.05)

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.001

0.002

0.005

0.01

0.02

0.05

0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

0.
5

1

2

51020

(c
m/s

 )2

0.0001

0.001

0.01

0.1

(cm)

周  期(秒)

速
 
度
 

(cm/s)

Res_MTW201407081805MP2_EW.waz

Res_MTW201407081805MP3_EW.waz

Res_MTW201407081805MP4_EW.waz

Res_MTW201407081805MP5_EW.waz

(h=0.05)

1.地下構造モデルの策定／1.2地震観測記録の分析

③敷地内３観測点で観測された主な地震による増幅特性の分析

36

【No.3 内陸地殻内地震の深度別応答スペクトル】
○ＥＷ方向（2014/7/8 胆振地方中東部の地震，M 5.6，深さ3km，震央距離144km）

西側観測点 北側観測点 南側観測点

標高－ 9m
標高－ 34m
標高－218m
標高－300m

標高－ 21m
標高－218m

標高－ 21m
標高－218m

• 西側観測点において、標高-300mから解放基盤表面（標高-218m）までの間に、地盤中におけるピーク周期の遷移や
特定周期での特異な増幅はみられない。

• 標高約-30mよりも浅くなると、地盤のS波速度が小さくなっていることによるものと考えられる増幅がみられる。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p35 再掲



無断複製・転載禁止 リサイクル燃料貯蔵株式会社
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【No.3 内陸地殻内地震の深度別応答スペクトル】
○UD方向（2014/7/8 胆振地方中東部の地震，M 5.6，深さ3km，震央距離144km）

西側観測点 北側観測点 南側観測点

標高－ 9m
標高－ 34m
標高－218m
標高－300m

標高－ 21m
標高－218m

標高－ 21m
標高－218m

• 西側観測点において、標高-300mから解放基盤表面（標高-218m）までの間に、地盤中におけるピーク周期の遷移や
特定周期での特異な増幅はみられない。

• 標高約-30mよりも浅くなると、地盤のS波速度が小さくなっていることによるものと考えられる増幅がみられる。

審査会合（H30.9.14）
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【No.4 プレート間地震の深度別応答スペクトル】
○NS方向（2014/8/10 青森県東方沖の地震，M 6.1，深さ51 km，震央距離90 km）

西側観測点 北側観測点 南側観測点
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• 西側観測点において、標高-300mから解放基盤表面（標高-218m）までの間に、地盤中におけるピーク周期の遷移や
特定周期での特異な増幅はみられない。

• 標高約-30mよりも浅くなると、地盤のS波速度が小さくなっていることによるものと考えられる増幅がみられる。
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【No.4 プレート間地震の深度別応答スペクトル】
○EW方向（2014/8/10 青森県東方沖の地震，M 6.1，深さ51 km，震央距離90 km）

西側観測点 北側観測点 南側観測点

標高－ 9m
標高－ 34m
標高－218m
標高－300m

標高－ 21m
標高－218m

標高－ 21m
標高－218m

• 西側観測点において、標高-300mから解放基盤表面（標高-218m）までの間に、地盤中におけるピーク周期の遷移や
特定周期での特異な増幅はみられない。

• 標高約-30mよりも浅くなると、地盤のS波速度が小さくなっていることによるものと考えられる増幅がみられる。

審査会合（H30.9.14）
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【No.4 プレート間地震の深度別応答スペクトル】
○ＵＤ方向（2014/8/10 青森県東方沖の地震，M 6.1，深さ51 km，震央距離90 km）

西側観測点 北側観測点 南側観測点

標高－ 9m
標高－ 34m
標高－218m
標高－300m

標高－ 21m
標高－218m

標高－ 21m
標高－218m

• 西側観測点において、標高-300mから解放基盤表面（標高-218m）までの間に、地盤中におけるピーク周期の遷移や
特定周期での特異な増幅はみられない。

• 標高約-30mよりも浅くなると、地盤のS波速度が小さくなっていることによるものと考えられる増幅がみられる。

審査会合（H30.9.14）
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•敷地内３観測点（西側、北側、南側）で観測された主な地震について、地盤の
増幅特性を確認したところ、著しい増幅やピーク周期の遷移、特定周期での
特異な増幅特性は見られない。

審査会合（H30.9.14）
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1.地下構造モデルの策定／1.3地下構造モデルの設定

理論的手法に用いる地盤モデルの作成方法・作成結果

 地震基盤面以浅については、統計的グリーン関数法に用いる地盤モデルを参考に
設定し、地震基盤面以深については、1968年十勝沖地震の震源過程を検討した
永井ほか(2001) 及び三陸沖北部の深い地盤構造を検討した地震調査委員会
（2004a）を参考に設定している。

理論的手法に用いる地盤モデル

42

標高
T.P.

（ｍ）

層厚
（ｍ）

密度
ρ

（t/m
3
）

S波速度

VS
（m/s）

Ｐ波速度

VP
（m/s）

Q 備考

82 2.00 910 2197 100

180 2.10 990 2510 100

1220 2.20 1450 2820 100

1300 2.60 3150 5660 150

12000 2.69 3580 6180 300

10000 2.80 3700 6400 300

∞ 3.20 4100 7100 500

-218

-480

-1700

-300

解放基盤表面

地震基盤面

-3000

-15000

-25000
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 永井ほか（2001）「三陸沖における再来大地震の震源過程の比較研究－1968年十勝沖地震
と1994年三陸はるか沖地震の比較－」では、「近地地形のグリーン関数の計算には、
Table1(b)に示す水平多層の速度構造を使用した。これは藤江（1999）による沈み込むプレート
と陸側のプレートの構造を平均化したものである。」と書かれている。

永井ほか（2001）より抜粋

1.地下構造モデルの策定／1.3地下構造モデルの設定

理論的手法に用いる地盤モデルの確認（永井ほか（2001）による速度構造モデル）

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p42 再掲
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藤江剛（1999）「屈折および反射波を用いた走時インバージョンの開発と三陸沖プレート境界の地殻構造へ
の適用」及びG.Fujie et al.（2006）「Confirming sharp bending of the Pacific plate in the northern Japan 

trench subduction zone by applying a traveltime mapping method」において、三陸沖の地下構造を推定
している。

 目的：南北測線で活動度の南北方向変化と地震波速度構造の関連性の研究を、東西測線では沈み
込み帯における内部構造解明を目的としている。

 用いたデータ：三陸沖において、1996年に諸大学合同で、火薬とエアガンを人工震源とし、海底地震
計を使って人工地震探査を実施している。

1996年の測線（東京大学地震研究所（2002）より抜粋）

1.地下構造モデルの策定／1.3地下構造モデルの設定

理論的手法に用いる地盤モデルの確認（藤江（1999）によるP波速度構造モデル）

審査会合（H30.9.14）
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東西測線においては、初動屈折波データを用い、新たに開発した非線形2次元走時インバージョン解析方法
を使って測線のP波速度構造を決定している。

1.地下構造モデルの策定／1.3地下構造モデルの設定

理論的手法に用いる地盤モデルの確認（藤江（1999）によるP波速度構造モデル）

永井ほか（2001）によるモデルと藤江（1999）によるモデルの平均的なP波速度構造は
概ね対応していることが確認できる。

藤江（1999）より抜粋

審査会合（H30.9.14）
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 地震調査委員会の「三陸沖北部の地震を想定した強震動評価について（平成16年5月21日）」で

は、上部マントルから地震基盤までの大構造（伝播経路）について、「三浦・他(2001)による宮城
県沖～東北日本の速度構造断面等を参照して、三次元の速度構造モデルの設定を行った（図９
参照）。」としている。

地震調査委員会（2004a）より抜粋

地震基盤から工学的基盤までについては、
「Ｐ波速度から、Ludwig et al. (1970)に基づき、
S波速度と密度を推定する」とされている。

1.地下構造モデルの策定／1.3地下構造モデルの設定

理論的手法に用いる地盤モデルの確認（地震調査委員会（2004a）による速度構造モデル）

審査会合（H30.9.14）
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 三浦ほか(2001)「日本海溝前弧域（宮城沖）における地震学的探査－KY9905航海－」において、
宮城県沖の速度構造モデルを推定している。
 目的：１）1978年宮城県沖地震の破壊域を通る探査測線による，破壊域周辺の深部構造を明らかにする

こと。２）日本海溝に沿って非一様な分布をしている地震活動と関連する構造的特徴を明らかにすること。
 用いたデータ：海洋科学技術センター（JAMSTEC）が実施した、日本海溝の宮城沖（KY9905次航海）での

調査航海で取得したデータ。36台の海底地震計（OBS）を約3.6km間隔で展開し、エアガン記録を収録して
いる。海底地震計は海溝軸に直交するMY102測線上に設置し、そのうち10台の記録を利用している。

三浦ほか(2001)によるMY102探査測線図
黒線はOBS・MCS測線、白丸はOBSの設置点を示す。黄色と橙色の長方形は佐藤他（1989）による
巨大地震の破壊域を示す。

三浦ほか（2001）より抜粋

1.地下構造モデルの策定／1.3地下構造モデルの設定

理論的手法に用いる地盤モデルの確認（三浦ほか（2001）によるP波速度構造モデル）

審査会合（H30.9.14）
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 三浦ほか(2001)は、各OBS直下の1次元速度構造を求め、さらに、2次元波線追跡法によって観測走時を
説明するP波速度構造を求めている。

 「沈み込む海洋性地殻内部の速度は、高橋ほか（2000b）の三陸沖の速度構造を使用した」と書かれている。

1.地下構造モデルの策定／1.3地下構造モデルの設定

理論的手法に用いる地盤モデルの確認（三浦ほか（2001）によるP波速度構造モデル）

大局的な速度構造でみると、地震調査委員会（2004a）によるモデルと三浦ほか
（2001）によるモデルのP波速度構造は概ね対応していることが確認できる。

三浦ほか（2001）より抜粋

審査会合（H30.9.14）
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１．地下構造モデルの策定

1.1 地質調査結果に基づく地下構造

1.2 地震観測記録の分析

1.3 地下構造モデルの設定

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

2.1 プレート間地震

2.2 海洋プレート間地震

2.3 内陸地殻内地震

３．震源を特定せず策定する地震動

3.1 Mw6.5以上の2地震

3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

４．日本海溝沿いの地震活動の長期評価（地震調査委員
会（2019））の地震動評価内容への影響
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断層面位置の設定に係る検討(1)
2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.1プレート間地震

 断層面西端に関する検討

• 断層面位置の設定は、プレート上面深度分布に基づいて設定している。

• プレート間地震については、Igarashi et al.(2001)にて、アサイスミックフロントよりも東側で発生するとされており、敷地東
面において、アサイスミックフロントは、プレート上端深度約50～60kmの位置と対応する。

• M9プレート間地震の震源断層面の位置は、断層下端でプレート上面深度約60kmとなっており、アサイスミックフロントより
も、西側まで震源領域を設定していることから、敷地に近い位置に配置されており、保守的な設定となっていると考えられる。

Igarashi et al.(2001)によるアサイスミックフロント位置
（図中AF：アサイスミックフロント、LT：プレート間地震）

「三陸沖北部～根室沖の連動」の震源断層面位置

：アサイスミックフロント

敷地

審査会合（H30.9.14）
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断層面位置の設定に係る検討(2)
2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.1プレート間地震

 断層面深さに関する検討

• 敷地東面の海洋プレート上の上面深度分布については、防災科学技術研究所J-SHISにより、詳細な値が公開されている。

• M9プレート間地震の震源断層面のうち、敷地東面の三陸沖北部の領域における震源断層面の設定にあたっては、上記の値に基づき、上端深
さ、下端深さを固定した上で、沈み込み角度が概ね変化する深さ30kmの地点で断層面が折れ曲がるように、傾斜角の異なる２面の断層面を
設定しており、海洋プレート上面深度分布と断層走向がほぼ同一となるような設定となっている。

• 一方、地震調査委員会（2004a）に基づく想定三陸沖北部の地震の断層面は、上記震度分布の等深線に対して傾きを持った設定となっている。
両者の関係を図示すると下図のとおりとなる。

• それぞれのモデルの主要なSMGAまでの距離を比較すると、M9プレート間地震の方が、想定三陸沖北部の地震と比較して敷地との距離が近
くなっていることに加え、短周期レベルの値を参照すると、M9プレート間地震のSMGA1の短周期レベルは、想定三陸沖北部の地震における各
SMGAの短周期レベルを上回っており、保守的に設定されている。

敷地東面の断面図

M9プレート間地震モデル 想定三陸沖北部の地震モデル

SMGA
敷地と各SMGA
中心との距離

(km)

短周期レベル
(Nm/s2)

SMGA
敷地と各SMGA
中心との距離

(km)

短周期レベル
(Nm/s2)

短周期レベルの
合計値
(Nm/s2)

SMGA1 102 1.86E+20

SMGA1 109 1.12E+20
1.73E+20

SMGA3 132 1.32E+20

SMGA2 196 1.86E+20 SMGA2 180 7.45E+19 同左

審査会合（H30.9.14）
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防災科学技術研究所J-SHISのプレート境界深度の確認

科学技術振興費 主要5分野の研究開発委託事業 新世紀重点研究創世プラン～リサーチ・レボリューション2002～
「東南海・南海地震等海溝型地震に関する調査研究（東南海・南海地震）（日本海溝・千島海溝周辺の海溝型地震）平成19年度
成果報告書」 P146「図35 根室沖から三陸沖北部にかけてのプレート境界深度」をもとにリサイクル燃料貯蔵株式会社作成

：報告書のプレート境界深度
：J-SHISのプレート境界深度（追記）
：M9プレート間地震の断層面（追記）

 防災科学技術研究所「地震ハザード
ステーションJ-SHIS」のプレート境界
深度に基づき、M9プレート間地震の
断層面を設定している。

 J-SHISのプレート境界深度は、『科学
技術振興費主要5分野の研究開発委
託事業新世紀重点研究創世プラン～
リサーチ・レボリューション2002～「東

南海・南海地震等海溝型地震に関す
る調査研究（東南海・南海地震）（日本
海溝・千島海溝周辺の海溝型地震）平
成19年度成果報告書」』のプレート境

界深度と概ね良い対応を示しており、
M9プレート間地震の断層面の設定深
度は妥当であると考えられる。

2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.1プレート間地震

敷地

審査会合（H30.9.14）
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十勝沖の断層パラメータの妥当性確認
2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.1プレート間地震

 地震調査委員会（2004b）では、2003年十勝沖地震の観測記録を用いた強震動予測手法の検証がされており、そこで、観
測記録を説明可能な震源断層パラメータが提示されている。

 ここで、前述したとおり設定した「三陸沖北部～根室沖の連動」を考慮したM9プレート間地震について、十勝沖の領域にお
けるSMGAのパラメータ設定が、地震調査委員会（2004b）と比較して保守的になっているか確認を行った。

地震調査委員会（2004b）とM9プレート間地震の比較（十勝沖の領域）
地震調査委員会（2004b）に加筆

地震調査委員会（2004b）とM9プレート間地震の比較（十勝沖の領域）

SMGA1
SMGA2
SMGA3

全SMGA

SMGAの
面積

（km2）

180.6
361.2
180.6

722.4 3750

SMGAの
地震ﾓｰﾒﾝﾄ
（Nm）

3.50×1019

9.89×1019

3.50×1019

1.69×1021 3.00×1021

SMGAの
短周期レベル

（Nm/s2）

5.42×1019

7.66×1019

5.42×1019

9.34×1019 1.63×1020

地震本部（2004）

パラメータ
M9プレート間地震の
十勝沖の領域のSMGA

●：SMGA

○：背景領域
☆：破壊開始点

 結果的に、M9プレート間地震の十勝沖のSMGAについては、2003年十勝沖地震と比較して、十分大きなパラメータ設定と
なっている。

M9プレート間地震の
十勝沖の領域のSMGA

審査会合（H30.9.14）
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総断層面積に係る検討
2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.1プレート間地震

Strasser（2010）に基づくスケーリング則
Strasser（2010）に加筆

佐藤（1989）に基づくスケーリング則
佐藤（1989）に加筆 ●：断層面全体

●：三陸沖北部の領域のみ

 M9クラスのプレート間地震の想定にあたっては、2011年東北地方太平洋沖地震が複数の領域が連動した地震であったこ
とを踏まえ、敷地東側の三陸沖北部の領域を含む連動型プレート間地震を想定している。

 当該領域全面をカバーする設定として、断層面の総面積を100,000km2として設定した断層面は、永井ほか（2001）に基づ
く過去の地震の震源領域を十分に包絡した設定となっており、アサイスミックフロントよりも西側に相当しており、敷地に近
い設定となっている。

 この断層面積と地震規模の関係は、佐藤（1989）やStrasser（2010）による断層面積と地震規模の関係に照らしてもM9に
相当する面積となっており、設定として過小とはなっていない。

9（外挿）

審査会合（H30.9.14）
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2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえた断層パラメータの検討
2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.1プレート間地震

田島ほか（2013）におけるモデル比較

 2011年東北地方太平洋沖地震については、各種のSMGAモデルが提案されており、田島ほか（2013）において取り纏められ
ていることから、各論文における値を参照し、敷地で考慮しているM9プレート間地震の断層パラメータの妥当性を確認する。

 諸井ほか（2013）において、観測記録と適合するSMGA面積は12.5%とされているが、諸井ほか（2013）に示されているその
他のSMGA面積比を用いた場合のSMGA１個あたりの短周期レベルを敷地で考慮しているM9プレート間地震と比較し、妥当
性を確認する。

文献

SMGA
面積

（km2）

SMGA全体の
短周期レベル

（Nm/s2）

SMGAの
応力降下量
（平均）
（Mpa）

備考

Kurahashi and
 Irikura(2013)

5628 1.74E+20 21.44

Asano and Iwata 5042 1.67E+20 18.95

佐藤（2012） 11475 3.51E+20 28.82

佐藤（2012）におい
て、シミュレーション
結果が過大評価で
あるとされている。

川辺・釜江(2013) 6300 1.74E+20 18.26

平均値 6730 2.05E+20 -

検討用
地震

M9プレート間地震
（基本モデル）

12500 3.49E+20

SMGA1,2：
34.5
SMGA3～7：
24.6

佐藤（2012）と同等
レベルの短周期レベ
ルとなっている

田島ほか
（2013）によ
るとりまとめ

諸井ほか（2013）との比較

 確認の結果、敷地で考慮しているM9プレート間地震の断層パラメータは、各文献値を概ね上回るようにパラメータが設定され
ている。

Sa/S

SMGA1個の
面積Sa

（km2）

SMGA1個の
短周期レベルA

（Nm/s2）

0.08
1,600

（40km×40km）
1.66×1020

0.125
2,500

（50km×50km）
1.33×1020

0.18
3,600

（60km×60km）
1.11×1020

0.245
4,900

（70km×70km）
9.49×1019

検討用地震
（三陸沖北部
のSMGA1,2）

0.125 2,500 1.86×1020

諸井ほか
（2013）

審査会合（H30.9.14）
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要素地震の選定(1)
 三陸沖北部～根室沖の連動モデル

経験的グリーン関数法に用いる要素地震については、三陸沖北部～根室沖の連動モデルのうち、各領域で発生した
地震を選定している。

選定した要素地震の諸元

対象領域 発震日時 M
震源距離
（km）

震源深さ
（km）

メカニズム解

三陸沖北部
（SMGA1,2）

2001.8.14

5：11

6.4 114 38

走向（°） 傾斜角（°） すべり角（°）

174 22 55

対象領域 発震日時 M
震源距離
（km）

震源深さ
（km）

メカニズム解

十勝沖
（SMGA3）

2008.9.11

9：20

7.1 248 31

走向（°） 傾斜角（°） すべり角（°）

235 15 116

対象領域 発震日時 M
震源距離
（km）

震源深さ
（km）

メカニズム解

根室沖
（SMGA4）

2004.11.29

3：32

7.1 379 48

走向（°） 傾斜角（°） すべり角（°）

242 26 122

品質：92.15

※M、震源距離（震源位置）、震源深さは気象庁による。震源メカニズム解は、2001.8.14は
F-netによる。2008.9.11及び2004.11.29はGlobal CMT Catalogによる。

SMGA3

SMGA4

選定した要素地震の位置

2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.1プレート間地震 審査会合（H30.9.14）
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要素地震の選定(2)
 各領域における要素地震について、震源パラメータ及びω-2モデルによる理論震源スペクトルと観測記録の比較図を示す。
 各震源パラメータに基づくω-2モデルによる理論震源スペクトルは、観測記録とよく整合している。

三陸沖北部

要素地震の震源パラメータ

十勝沖 根室沖

観測
理論

観測
理論

観測
理論

対象領域 発震日時
震源パラメータ

地震モーメント
（Nm）

コーナー周波数
（Hz）

応力降下量
（MPa）

三陸沖北部 2001.8.14 5：11 3.88×1018 0.36 24.0 

十勝沖 2008.9.11 9：20 1.78×1019 0.16 11.3

根室沖 2004.11.29 3：32 3.65×1019 0.20 27.1

要素地震のω-2モデルによる震源スペクトル理論値と比較

2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.1プレート間地震 審査会合（H30.9.14）
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要素地震の選定(3)
 三陸沖北部～宮城県沖の連動モデル

経験的グリーン関数法に用いる要素地震については、三陸沖北部～宮城県沖の連動モデルのうち、各領域で発生し
た地震を選定している。

選定した要素地震の諸元

対象領域 発震日時 M
震源距離
（km）

震源深さ
（km）

メカニズム解

三陸沖北部
（SMGA1,2）

2001.8.14

5：11

6.4 114 38

走向（°） 傾斜角（°） すべり角（°）

174 22 55

対象領域 発震日時 M
震源距離
（km）

震源深さ
（km）

メカニズム解

三陸沖中部
（SMGA5）

2015.5.13

6：12

6.8 290 46

走向（°） 傾斜角（°） すべり角（°）

178 25 64

対象領域 発震日時 M
震源距離
（km）

震源深さ
（km）

メカニズム解

宮城県沖・
三陸沖南部
（SMGA6,7）

2011.3.10

6：23

6.8 385 9

走向（°） 傾斜角（°） すべり角（°）

213 23 101

品質：93.57

品質：80.78

品質：92.15

※M、震源距離（震源位置）、震源深さは気象庁による。震源メカニズム解は、F-netによる。

SMGA5

SMGA7

SMGA6

選定した要素地震の位置

2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.1プレート間地震 審査会合（H30.9.14）
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要素地震の選定(4)
 各領域における要素地震について、震源パラメータ及びω-2モデルによる理論震源スペクトルと観測記録の比較図を示す。
 各震源パラメータに基づくω-2モデルによる理論震源スペクトルは、観測記録とよく整合している。

三陸沖北部

要素地震の震源パラメータ

三陸沖中部 宮城県沖・三陸沖南部

観測
理論

観測
理論

観測
理論

対象領域 発震日時
震源パラメータ

地震モーメント
（Nm）

コーナー周波数
（Hz）

応力降下量
（MPa）

三陸沖北部 2001.8.14 5：11 3.88×1018 0.36 24.0 

三陸沖中部 2015.5.13 6：12 1.71×1019 0.29 38.8

宮城県沖・
三陸沖南部

2011.3.10 6：23 5.51×1018 0.22 11.8

要素地震のω-2モデルによる震源スペクトル理論値と比較

2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.1プレート間地震 審査会合（H30.9.14）
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要素地震の敷地における観測記録(1)

 三陸沖北部の領域の要素地震（2001年8月14日の地震（Ｍ6.4））

2001年8月14日の地震（Ｍ6.4）の時刻歴波形及び応答スペクトル（西側観測点 T.P.-34m）

0 50 100 150 200
-20

-10

0

10

20

時間(秒)

加
速

度
(c

m
/
s

2
)

13.6

0 50 100 150 200
-20

-10

0

10

20

時間(秒)

加
速

度
(c

m
/
s

2
)

11.5

0 50 100 150 200
-20

-10

0

10

20

時間(秒)

加
速

度
(c

m
/
s

2
)

6.3

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.001

0.002

0.005

0.01

0.02

0.05

0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

0.
00

1

0.
01

0.
1

1

1010
0

10
00

(c
m/s

 )2

0.00001

0.0001

0.001

0.01

0.1 1

(cm)

周  期(秒)

速
 
度
 

(cm/s)

Res_MUT200108140511MP3_UD.waz

(h=0.05)

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.001

0.002

0.005

0.01

0.02

0.05

0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

0.
00

1

0.
01

0.
1

1

1010
0

10
00

(c
m/s

 )2

0.00001

0.0001

0.001

0.01

0.1 1

(cm)

周  期(秒)

速
 
度
 

(cm/s)

Res_MUT200108140511MP3_NS.waz

(h=0.05)

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.001

0.002

0.005

0.01

0.02

0.05

0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

0.
00

1

0.
01

0.
1

1

1010
0

10
00

(c
m/s

 )2

0.00001

0.0001

0.001

0.01

0.1 1

(cm)

周  期(秒)

速
 
度
 

(cm/s)

Res_MUT200108140511MP3_EW.waz

(h=0.05)

NS方向 EW方向 UD方向

2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.1プレート間地震 審査会合（H30.9.14）
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要素地震の敷地における観測記録(2)

 十勝沖の領域の要素地震（2008年9月11日の地震(Ｍ7.1))

2008年9月11日の地震（Ｍ7.1）の時刻歴波形及び応答スペクトル（西側観測点 T.P.-34m）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.1プレート間地震 審査会合（H30.9.14）
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要素地震の敷地における観測記録(3)

 根室沖の領域の要素地震（2004年11月29日の地震(Ｍ7.1))

2004年11月29日の地震（Ｍ7.1）の時刻歴波形及び応答スペクトル（西側観測点 T.P.-34m）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.1プレート間地震 審査会合（H30.9.14）
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要素地震の敷地における観測記録(4)

 三陸沖中部の領域の要素地震（2015年5月13日の地震(Ｍ6.8))

2015年5月13日の地震（Ｍ6.8）の時刻歴波形及び応答スペクトル（西側観測点 T.P.-34m）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.1プレート間地震 審査会合（H30.9.14）
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要素地震の敷地における観測記録(5)

 宮城県沖・三陸沖南部海溝寄りの領域の要素地震（2011年3月10日の地震(Ｍ6.8))

2011年3月10日の地震（Ｍ6.8）の時刻歴波形及び応答スペクトル（西側観測点 T.P.-34m）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.1プレート間地震 審査会合（H30.9.14）
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三陸沖北部～根室沖の連動の基本震源モデルの地震動評価
2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.1プレート間地震

図a 三陸沖北部～根室沖の連動
基本震源モデル

SMGA2

SMGA1

SMGA3

SMGA4

破壊開始点3

水平方向 鉛直方向

三陸沖北部～根室沖の連動基本震源モデル SGF 破壊開始点3 UD方向
三陸沖北部～根室沖の連動基本震源モデル EGF 破壊開始点3 UD方向

地震動レベルの妥当性を確認するため、三陸沖北部～根室沖の連動の基本震源モデル（破壊開始点3）について、統計的
グリーン関数法による評価を実施した。

統計的グリーン関数法による評価と経験的グリーン関数法の結果を合わせて示す。地震動レベルは、概ね同等となっている。

三陸沖北部～根室沖の連動基本震源モデル SGF 破壊開始点3 NS方向
三陸沖北部～根室沖の連動基本震源モデル SGF 破壊開始点3 EW方向
三陸沖北部～根室沖の連動基本震源モデル EGF 破壊開始点3 NS方向
三陸沖北部～根室沖の連動基本震源モデル EGF 破壊開始点3 EW方向

敷地

審査会合（H30.9.14）
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三陸沖北部～宮城県沖の連動の基本震源モデルの地震動評価

2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.1プレート間地震

水平方向 鉛直方向

三陸沖北部～宮城県沖の連動基本震源モデル SGF 破壊開始点3 UD方向
三陸沖北部～宮城県沖の連動基本震源モデル EGF 破壊開始点3 UD方向

地震動レベルの妥当性を確認するため、三陸沖北部～宮城県沖の連動の基本震源モデル（破壊開始点3）について、統計的
グリーン関数法による評価を実施した。

統計的グリーン関数法による評価と経験的グリーン関数法の結果を合わせて示す。地震動レベルは、概ね同等となっている。

三陸沖北部～宮城県沖の連動基本震源モデル SGF 破壊開始点3 NS方向
三陸沖北部～宮城県沖の連動基本震源モデル SGF 破壊開始点3 EW方向
三陸沖北部～宮城県沖の連動基本震源モデル EGF 破壊開始点3 NS方向
三陸沖北部～宮城県沖の連動基本震源モデル EGF 破壊開始点3 EW方向

図ｂ 三陸沖北部～宮城県沖の連動
基本震源モデル

SMGA1

SMGA2

SMGA5

SMGA7

SMGA6 破壊開始点3

敷地

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

北海道と東北地方の比較（1）

67

 Kosuga et al.（1996）は、東北地方～北海道の海洋プレート内地震のうち、M6.0以上の地震
を対象として、発生メカニズム（海洋プレート上部、海洋プレート下部）について整理している。

・東北地方では、海洋プレート上部のDown dip Compression型（DC型）の地震が支配的となっている。

・北海道では、海洋プレート下部のDown dip Extension型（DE型）の地震が支配的となっている。

プレート上部の地震 プレート下部の地震

プレート上部、下部で発生した地震（M6.0以上）の分布

Kosuga et al(1996)より抜粋・加筆

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

北海道と東北地方の比較（2）

68

 Kita et al.(2010)は、東北日本弧～千島弧の海洋プレート内地震の発生分布を整理している。
 地震の発生状況に応じて、北海道～東北地方にかけて「北海道東部」、「北海道中部」、「東北」に区分している。

• 敷地は「東北」の領域に含まれ、「東北」の領域の中でみても、Interplane（中立軸付近の応力が相対的に小さい領域）及

びLower plane（海洋プレート下部）の地震の活動性が相対的に低い。

• 「北海道東部」の領域は、Interplane及びLower planeにおける地震の発生頻度が高い。

(a)海洋プレート上部 (b)中立軸付近の応力が相対的に小さい領域 (c)海洋プレート下部

Kita el al.(2010)より抜粋・加筆

：小規模な繰り返し地震及び低角度の地震（＝プレート間地震と考えられる地震） ・：地震 ：敷地

※海洋プレートを応力場の状態により、Upper plane(プレート上部・圧縮応力場)、Interplane(中立軸付近の応力が相対的に小さい領域)、

Lower plane(プレート下部・引張応力場)に分類して評価している。

東北日本弧～千島弧の海洋プレート内地震の発生分布

東北

北海道
中部

北海道
東部

東北

北海道
中部

北海道
東部

東北

北海道
中部

北海道
東部

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

北海道と東北地方の比較（3）

沈み込む海洋プレートの応力中立軸に係る検討 Kita et al.(2010)より抜粋・加筆

 Kita et al.(2010)では、東北地方と北海道東部の海洋プレート内地震の発生メカニズムと海洋プレート内の応力分布の関係について検討がなさ
れ、東北地方と北海道について、両者では違いがあるとしている。

 過去の大規模な地震の震源断層面は、DC型についてはNeutral plane（応力中立面）の上部（圧縮応力場）で震源域が留まり、DE型であれば下
部（引張応力場）の領域に震源域が留まっている。

 Kita et al.(2010)に示される海洋プレートの応力状態に関する図より以下の内容が確認できる。

 東北地方は、海洋プレートの応力中立軸が深く、DC型の地震（海洋プレート上部・圧縮応力場）の発生層が厚い。（海洋プレートの厚さ約
40kmのうち、約20kmの部分が圧縮応力場）

 北海道東部は、海洋プレートの応力中立軸が浅く、DE型の地震（海洋プレート下部・引張応力場）の発生層が厚い。（海洋プレートの厚さ
約40kmのうち、約30kmの部分が引張応力場）
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• Kita et al.(2010)の記載は、Kosuga et al.(1996)によるDC型地震及びDE型地震の分布の傾向とも整合する。
• 敷地の属する東北地方の領域と、北海道東部の領域では海洋プレート内の応力状態は異なる。

東北

北海道東部

：P軸（圧縮軸）
：T軸（引張軸）

東北 北海道東部

過去の大規模
な地震の震源

(a)東北地方及び（b)北海道
東部における、最大主応力
軸σ1（赤線）及び最小主応
力軸σ3（青線）とプレートの
沈み込み方向との角度。
海洋プレート表面からの距
離を横軸に示す。

(c)東北地方及び(d)北海道
東部における、海洋プレート
内地震の発生頻度分布。
海洋プレート表面からの距離
を横軸に示す。推定された応
力中立面を赤矢印で示す。
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

北海道と東北地方の比較（4）

海洋プレート内地震の応力軸 Kita et al.(2010)より抜粋・加筆

 Kita et al.(2010)では、東北地方から北海道東部の海洋プレート内地震の発生メカニズムについて、その応力の方向が整理さ
れている。
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• Kita et al.(2010)に示される海洋プレート内地震の応力の方向に関する図より、以下の内容が確認できる。
 1993年釧路沖地震（DE型）が発生している北海道の領域については、海洋プレート上部境界付近まで、

海洋プレートの沈み込み方向に引張軸をもった地震（DE型）が発生しており、海洋プレート内部の応力
状態としては、海洋プレート上部境界付近まで引張応力がはたらいていると考えられる。

 2003年宮城県沖の地震震（DC型）が発生している宮城県沖の領域については、海洋プレート上部で
は、海洋プレートの沈み込み方向に圧縮軸をもった地震（DC型）が発生しており、下部では、数は少な
いものの、海洋プレートの沈み込み方向に引張軸をもった地震（DE型）が発生している。

 敷地付近の下北沖は、宮城県沖と同様の傾向を示しており、北海道のように、DE型の地震がプレート
上部境界付近まで発生している傾向はないことが確認できる。

北海道東部 宮城県沖 下北沖 ：P軸（圧縮軸）
：T軸（引張軸）
：火山

宮城県沖

北海道

下北沖

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

北海道と東北地方の比較（5）
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 海野ほか（1984）においても、東北地方から北海道東部の
海洋プレート内地震の発生機構について、地震と応力軸
の関係が整理されている。

プレート上部で発生した地震の分布 プレート下部で発生した地震の分布

• 海野ほか（1984）に示される海洋プレート内地震の応力軸の方向
に関する図より、以下の内容が確認でき、前述のKita et al. 

(2010)とも整合している。
 北海道の領域については、海洋プレート下部では、海洋プ

レートの沈み込み方向に引張軸をもった地震（DE型）が発生
しているが、上部では、DC型の地震は卓越していない。

 宮城県沖の領域については、海洋プレート上部では、海洋プ
レートの沈み込み方向に圧縮軸をもった地震（DC型）が発生
しており、下部では、数は少ないものの、海洋プレートの沈み
込み方向に引張軸をもった地震（DE型）が発生している。

 敷地前面の下北沖は、宮城県沖と同様の傾向を示している。

北海道 宮城県沖 下北沖

海洋プレート内地震の応力軸
海野ほか（1984）より抜粋

：P軸
：T軸
：火山フロント
：海溝軸
：陸地の範囲
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

プレートの応力状態と地震の関係（1）
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 Seno and Yoshida（2004）は、過去に世界で発生した海洋プレート内地震について、Mw7.0程度以上、深さ20~60kmの
地震を抽出し、プレートの応力状態と地震の関係を整理している。

世界で発生した海洋プレート内地震
Seno and Yoshida（2004）より抜粋

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

プレートの応力状態と地震の関係（2）

73

世界で発生した海洋プレート内地震のリスト Seno and Yoshida（2004）より抜粋

凡例
○Region event

a.震源とマグニチュードはUtu（1982）
1899及び1905の地震の震源深さはSeno and Yoshida

（2004）による推定
b.震源とマグニチュードはBaker and Langston（1987）による
※その他の地震はハーバード大学（HCMT）による

○Upper plate stress

G．上盤側プレートに応力勾配が見られる地域を指す

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

プレートの応力状態と地震の関係（3）

74

Seno and Yoshida（2004）より抜粋・加筆

 Seno and Yoshida（2004）は、海洋プレートと島弧に働く応力の関係を、下図に示す4種類に分類している。

 4種の分類のうち、(a)及び(b)に該当する地域では、浅く大きな（large and shallow)海洋プレート内地震が発生する傾向がある
としている。

 浅く大きな地震が知られていない(c)及び(d)の地域では、海洋プレートの応力がCompressionあるいはNeutralな応力状態にな
っており、島弧と海洋プレートの圧縮力がつりあっているとしている。

海洋プレート及び島弧の応力パターン分類図

• 東北地方と北海道東部は応力パターンが異なる。

(a)表において、Upper

plate Stressに応力勾配
が認められる地域

→表の右欄「G」の地域

(b)海洋プレートに引張
の応力がはたらいている
地域

→表のうち、E Hokkaido、
Manila、Sumatraが該当

規模の大きい海洋プレート内地震が発生する傾向がある地域の応力パターン

東北地方は、
(d)に分類される。

北海道東部は、
(b)に分類される。

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

海洋プレート内地震の発生状況のまとめ

75

■東北地方と北海道の比較

• Kosuga et al.（1996）によって整理された海洋プレート内地震の分布から、東北地方では、プレート上部のDC型の地震が優勢
であり、一方北海道では、プレート下部のDE型の地震が優勢であると考えられる。

• Kita et al.（2010）による海洋プレート内地震の発生状況から、敷地付近は、他地域と比較して、Inter plane （中立軸付近の応力
が相対的に小さい領域）及びLower plane（海洋プレート下部）の地震の活動性が相対的に低いと考えられる。

• Kita et al.（2010）は、東北地方と北海道の海洋プレート内地震の発生メカニズムと海洋プレート内の応力分布の関係について
検討がなされ、東北地方と北海道の違いを指摘しており、以下のことが確認できる。

 東北地方は、海洋プレートの応力中立軸が深く、DC型の地震（プレート上部・圧縮応力場）の発生層が厚いのに対し、
北海道は、海洋プレートの応力中立軸が浅く、DE型の地震（プレート下部・引張応力場）の発生層が厚い。

 なお、過去の大規模な地震の震源域と応力場の関係に関して、DC型であればNeutral plane（応力中立面）の上部（圧縮応
力場）で震源域が留まり、DE型であれば下部（引張応力場）の領域に震源域が留まっている。

■プレートの応力状態と地震の関係

• Seno and Yoshida（2004）では、海洋プレートと島弧に働く応力と海洋プレート内地震の関係を整理している。

• 大きな海洋プレート内地震が発生している地域は、海洋プレートに引張応力がはたらいている地域であり、北海道はその地域
に該当している。

・東北地方と北海道では、支配的な海洋プレート内地震の発生タイプや応力状態が異なることから、
東北地方の海洋プレート内地震を検討用地震の対象として考慮する。

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

検討用地震の選定概要

過去に発生した海洋プレート内地震について、地震の起こり方のタイプ毎に分類

沈み込んだ海洋プレート内地震
二重深発地震 上部の地震
・2003年宮城県沖（M7.1）
・2011年宮城県沖（M7.2）

敷地に大きな影響を与える地震

・二重深発地震
上部の地震（M7.2）

Noda et al.（2002）の方法を用いて、検討用地震の選定

検討用地震
○二重深発地震 上部の地震（M7.2）

沈み込んだ海洋プレート内地震
二重深発地震 下部の地震
・1993年釧路沖（M7.5）
・2008年岩手県沿岸北部（M6.8）

敷地に大きな影響を与える地震

・二重深発地震
下部の地震（M6.8）

沈み込んだ海洋プレート内地震
沖合いの浅い地震
・1994年北海道東方沖（M8.2）
・2011年三陸沖（M7.3）

敷地に大きな影響を与える地震

沈み込む海洋プレート内地震
（アウターライズ地震）
・1933年昭和三陸（M8.1）
・2011年三陸沖（M7.5）

・沖合いの浅い地震（M7.3）

敷地からの距離が遠く、敷地に対
する影響は他の地震に比べて、
相対的に小さい。

検討用地震の選定対象外

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

過去に東北地方で発生した最大規模の地震
 東北地方で発生した最大規模の地震

No. タイプ名 東北地方で発生した主な地震
震源
距離

（参考）北海道で発生した主な地震
震源
距離

1

沈み込んだ
海洋プレート
内地震

二重深発地震
上部の地震

①2003年5月26日宮城沖の地震（M7.1）
②2011年4月7日宮城沖の地震（M7.2）

293km

361km

2
二重深発地震
下部の地震

④2008年7月24日岩手県沿岸北部の地震（M6.8） 213km ③1993年釧路沖地震（M7.5) 326km

3
沖合いの
浅い地震

⑥2011年7月10日三陸沖の地震（M7.3） 418km ⑤1994年北海道東方沖地震（M8.2）※ 576km

4
沈み込む海洋プレート内地震
（アウターライズ地震）

⑦1933年昭和三陸地震（M8.1）
⑧2011年3月11日三陸沖の地震（M7.5）

412km

486km

基本震源モデルの地震規模は、タイプ毎に、東北地方で発生した最大規模を想定する。
基本震源モデルの地震の想定位置は、タイプ毎の敷地周辺の地震発生状況に鑑み、適切に敷
地周辺に設定する。

 No.4の沈み込む海洋プレート内地震（アウターライズ地震）は、海溝軸よりも外側で発生する
地震であり、地震動による敷地への影響は小さくなることから、検討用地震の選定対象外とする。

⑤1994年北海道東方沖地震（M8.2）については、影響確認のため、千島海溝沿いのテクトニクス
内の敷地に最も近い位置で発生した場合を参考として評価する。

過去に東北地方で発生した海洋プレート内地震について、タイプ毎に分類をおこなった上で、
敷地に対して影響の大きい地震を基本震源モデルとして設定する。

※

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

二重深発地震 上部の地震の発生状況(1)
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 2003年5月26日宮城県沖の地震（M7.1）

【気象庁（2003）：平成15年5月 地震・火山月報（防災編）】
2003 年5月26 日18 時24 分に発生した宮城県沖の地震は、太平洋プレート内部で発生した地震と考えられる。

地震の発生日時 震央地名 緯度 経度 深さ Ｍ 最大震度
2003/5/26 18:24 宮城県沖 38°49.2′N 141°39.0′E 72km Ｍ7.1 ６弱

上部の地震については、敷地周辺では過去に大規模な地震は発生していないが、東北地方において、2003年5月26日宮城県
沖の地震（M7.1）、2011年4月7日宮城県沖の地震（M7.2）が発生している。

発震機構 CMT解（気象庁）

震度分布図（気象庁2003.5）

（気象庁2003.5）

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

二重深発地震 上部の地震の発生状況(2)
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 2011年4月7日宮城県沖の地震（M7.2）

【気象庁技術報告133号（2012）】
4 月7 日23時32分に，宮城県沖でM7.2の地震（最大震度6 強）が発生した。発震機構解は西北西－東南東方向の
圧力軸を持つ逆断層型であるが，本震や余震とは節面の傾斜角が異なっている。この余震に伴う二次余震の分布
から，二つの節面のうちの，東側に傾き下がる面が断層面であり，太平洋プレート内部で発生した地震である。

地震の発生日時 震央地名 緯度 経度 深さ Ｍ 最大震度

2011/4/7 23:32 宮城県沖 38°12.2′N 141°55.2′E 66km Ｍ7.2 ６強

震度分布図（気象庁2011.4）

発震機構 CMT解（気象庁）

（気象庁2012）

⇒過去に東北地方で発生した最大規模の2地震のうち、より地震規模の大きい2011年4月7日宮城県沖の地震（M7.2）に
ついて、詳細な分析を行う。

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

2011年4月7日宮城県沖の地震（M7.2）の分析(1)
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 2011年4月7日宮城県沖の地震（M7.2）

2011年4月7日の地震の震源域周辺のS波速度構造等の鉛直分布図 Nakajima et al.（2011）に加筆

白丸は再決定した余震。黒太線はメカニズム解から推定した断層面。黒実線はプレート境界。波線は海洋プレートモホ面。

Nakajima et al.（2011）において、2011年4月7日宮城県沖の地震（M7.2）は海洋性マントルの最上部で発生したこと、
トモグラフィ結果とよく整合するプレート境界面と、余震の並び及び震源メカニズム解から推定した断層面（傾斜角
37°）とのなす角度は約60°であることが示されている。

37°

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

2011年4月7日宮城県沖の地震（M7.2）の分析(2)
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 2011年4月7日宮城県沖の地震（M7.2）

 Ohta et al.（2011）によって、2011年4月7日宮城県沖の地震について、GPSデータをよく説明できる震源断層面の
推定が行われており、その破壊開始点は、Kita et al.（2010）によるDC型とDE型の中立面付近にあるとされている。

 Ohta et al.(2011)において推定された震源断層面の傾斜角は35.3°となっている。

 2011年4月7日宮城県沖の地震は、海洋性マントル内で破壊が開始し、海洋プレートモホ面へ向かって、破壊が進
行したと考えられる。

 2011年4月7日宮城県沖の地震は、海洋プレート内の応力中立面を大きく超えて拡大したものではない。
 このことは、Kita et al.（2010）において示されるとおり、海洋プレート内地震の震源域が圧縮もしくは引張応力場に

留まっていることと整合している。
 Ohta et al.（2011）によって推定された震源断層面の傾斜角は、Nakajima et al.（2011）の知見と整合している

 以上のことから、敷地周辺に考慮する上部の地震の基本震源モデルは、2011年4月7日宮城県沖の地震を踏まえ、
プレート上面とのなす傾斜角を60°とし、断層上端深さを海洋性マントル最上部に設定する。

2011年4月7日宮城県沖の地震のGPSデータに基づく震源断層面（Ohta et al.(2011）に加筆）

35.3°

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

二重深発地震 上部の地震の想定位置の設定

82

 Kita et al.（2010）による海洋プレート内地震の発生分布に
よれば、上部の地震は、敷地東側において浅い地震は少
ないものの、東北日本弧において概ね一様に発生している
傾向がある。

 以上のことから、敷地周辺では、規模の大きな上部の地震
が一定の領域で発生しているとの知見もないことから、敷
地周辺に考慮する上部の地震の基本震源モデルについて
は、敷地東側の沈み込む海洋プレートに対して、敷地に最
も近い位置（プレート上面に垂線を引いた位置）に想定する。

：海洋プレート内地震
：小規模な繰り返し発生する低角度の地震（＝プレート間地震と考えられる地震）

Kita et al.（2010）

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

二重深発地震 上部の地震の基本震源モデルの設定

83

 上部の地震は、東北日本弧において概ね一様
に発生している傾向がある。

 上部の地震は、敷地周辺では大規模な地震は
発生していない。

 同一テクトニクス内と考えられる東北地方で発生し
た上部の地震のうち、最大規模の地震は、2011年
4月7日宮城県沖の地震のM7.2である。

地震規模 想定位置

 地震規模はM7.2とする。
 2011年4月7日の宮城県沖の地震を踏まえ、プレー

ト上面とのなす傾斜角を60°とする。

 想定位置は、敷地真東とし、沈み込む海洋プ
レートに対して、敷地に最も近い位置（プレート
上面に垂線を引いた位置）に想定する。

 断層上端深さを海洋性マントル最上部（モホ
面）に設定する。

平面図
断面図

敷地

敷地

海洋地殻（厚さ7km）

海洋性マントルプレート境界

海洋プレートのモホ面

審査会合（H30.9.14）
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基本震源モデルの短周期レベル

2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

短周期レベルの不確かさの考慮

84

不確かさ考慮ケースの考え方

 上部の地震については、敷地周辺における短周期レベルの地
域性に関する知見は得られていないことから、笹谷ほか（2006）
による海洋プレート内地震の標準的な短周期レベルを用いる。

 笹谷ほか（2006）は、海洋プレート内地震の短周期レベルのス
ケーリング則を示している。

A（dyne・cm/s2）＝9.84×1017×M0
1/3

 同一テクトニクス内で発生した上部の地震のうち、最大
規模の地震2011年4月7日宮城県沖の地震は、原田・釜
江（2011）によるシミュレーションモデルを参照すると、そ
の短周期レベルは、上記に示した笹谷ほか（2006）によ
る海洋プレート内地震の標準的な短周期レベルの1.5倍
に相当している。

 不確かさケースとして、笹谷ほか（2006）による海洋
プレート内地震の標準的な短周期レベルの1.5倍を考慮
する。

笹谷ほか（２００６）を追加

佐藤（2012）に加筆

笹谷ほか（2006）による海洋プ
レート内地震のスケーリング則

2011年4月7日宮城県沖地震
（原田・釜江（2011))

審査会合（H30.9.14）
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 上記を踏まえ、敷地周辺で考慮する上部の地震の
基本震源モデルについては、断層上端深さを海洋性
マントルの最上部に設定する。

2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

断層面位置の不確かさの考慮

85

 同一テクトニクスと考えられる東北地方で発生したプ
レート上部の海洋プレート内地震のうち、最大規模の
地震2011年4月7日宮城県沖の地震（M7.2） は海洋
性マントルの最上部で発生している。

基本震源モデルの断層面位置

不確かさ考慮ケースの考え方

 不確かさケースとして、海洋地殻を含めて地震発生域
を想定することとし、断層面上端深さを海洋プレート上
面に設定する。

2011年4月7日の地震の震源域周辺のS波速度構造等の鉛直分布図
白丸は再決定した余震。黒の太線はメカニズム解から推定した断層面。
黒実線はプレート境界。破線は海洋プレートモホ面。

Nakajima et al.(2011)

敷地

断面図

海洋地殻（厚さ7km）
海洋性マントル

プレート境界

海洋プレートのモホ面

基本震源モデル
の断層面

断層面位置の不確かさを
考慮したケースの断層面

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

地震規模の不確かさの考慮

86

 同一テクトニクスと考えられる東北地方で発生したプレー
ト上部の海洋プレート内地震のうち、最大規模の地震
2011年4月7日宮城県沖の地震（M7.2）である。

基本震源モデルの地震規模

不確かさ考慮ケースの考え方

 上記を踏まえ、敷地周辺で考慮する上部の地震の基本
震源モデルについては、M7.2とする。

 Nakajima et al（2011）によれば、2011年4月7日宮城県
沖の地震は、海洋性マントル内の低速度域内で発生し
た地震であるとされている。

 2011年4月7日宮城県沖の地震の余震分布の範囲は、
現状設定しているM7.2の断層面と整合している。

 不確かさケースとして、2011年4月7日宮城県沖の地震
の余震域を十分にカバーし、さらに震源北側の低速度域
を含んで、長さ方向に2倍以上となる断層面を設定し、
Mw7.4の地震規模を考慮する。

項目 概要

発生日時 平成23年4月7日23時32分

震央地名 宮城県沖

地震諸元 気象庁マグニチュード 7.2

震央位置 北緯38度12.2分
東経141度55.2分

震源深さ 66km

太平洋プレート内部で発生した地震

2011年4月7日宮城県沖の地震 概要（気象庁）

2011年4月7日の地震の断層面に沿ったのS波速度構造分布図
白丸は再決定した余震。黒実線はプレート境界。破線は海洋プレートモホ面。

Nakajima et al.(2011)に加筆
：M7.2相当の断層面
：Mw7.4相当の断層面

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

二重深発地震 下部の地震の発生状況

87

 2008年7月24日岩手県沿岸北部の地震（M6.8）

【気象庁（2008）：平成20年7月 地震・火山月報（防災編）】
2008 年７月24 日 0 時26 分に岩手県沿岸北部の深さ108km でM6.8（最大震度６強）の地震が発生し
た。この地震の発震機構（CMT 解）は、太平洋プレートの沈み込む方向に張力軸を持つ型で、太平洋
プレート内部（二重地震面の下部）で発生した地震である。

地震の発生日時 震央地名 緯度 経度 深さ Ｍ 最大震度

2008/7/24 0:26 岩手県沿岸北部 39°43.9′N 141°38.1′E 108km Ｍ6.8 ６弱

震度分布図（気象庁2008.7）

下部の地震については、敷地周辺では過去に大規模な地震は発生していないが、東北地方において、
2008年7月24日岩手県沿岸北部の地震（M6.8）が発生している。

発震機構 CMT解（気象庁）

（気象庁2008.7）

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

2008年岩手県沿岸北部の地震の地震発生位置

88

 東北大学（2008）によると、2008年7月24日岩手県沿岸北部の地震（M6.8）は、沈み込む海洋
プレート（太平洋プレート）内部に発達する二重深発地震の下部の部分で発生した地震。

 本地震は、過去に定常的な下部地震の地震活動があった地域に発生している。

2008年7月24日岩手県沿岸北部の地震の震源位置
東北大学(2008)

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

二重深発地震 下部の地震の想定位置の設定

89

 敷地周辺においては、過去に規模の大きな下部の地震は発生していないが、敷地周辺で発生した二重深
発地震面下部の中小地震の発生分布によれば、集中的に地震が発生しているのは、敷地から北東の位置
になるが、敷地の真東でも発生している。

 以上より、敷地周辺に考慮する下部の地震の基本震源モデルについては、敷地東側の沈み込む海洋プ
レートに対して、敷地に最も近い位置（プレート上面に垂線を引いた位置）に想定する。

東西断面図（北緯：41.5°~41.7°）
（1997年10月～2014年3月）

二重深発面下部の地震の発生状況
（1997年10月～2014年3月）

敷地

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

二重深発地震 下部の地震の基本震源モデルの設定

90

 下部の地震は、東北日本弧において概ね一様
に発生している傾向がある。

 下部の地震は、敷地周辺では大規模な地震は発生し
ていない。

 同一テクトニクス内と考えられる東北地方で発生した
下部の地震のうち、最大規模の地震は、2008年7月
24日岩手県沿岸北部の地震のM6.8である。

地震規模 想定位置

 地震規模はM6.8とする。

 二重深発地震 上部の地震の知見を踏まえ、プレート
上面とのなす傾斜角を60°とする。

 想定位置は、敷地真東とし、沈み込む海洋プ
レートに対して、敷地に最も近い位置（プレート
上面に垂線を引いた位置）に想定する。

平面図 断面図

敷地

敷地

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

沖合いの浅い地震の発生状況
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 2011年7月10日三陸沖の地震（M7.3）

【気象庁（2011）：平成23年7月 地震・火山月報（防災編）】
• 2011年７月10日09時57分に三陸沖でM7.3の地震（最大震度４）が発生した。
• 発震機構（CMT解）は西北西－東南東方向に張力軸を持つ横ずれ断層型で、太平洋プレート内部で

発生した。

地震の発生日時 震央地名 緯度 経度 深さ Ｍ 最大震度

2011/7/10 9:57 三陸沖 38°01.9′N 143°30.4′E 34km Ｍ7.3 4 

震度分布図（気象庁2011.7）

沖合いの浅い地震については、敷地周辺では過去に大規模な地震は発生していないが、東北地方において、
2011年7月10日三陸沖の地震（M7.3）が発生している。

発震機構 CMT解（気象庁）

（気象庁2011.7）

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

沖合いの浅い地震の基本震源モデルの設定
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 沖合いの浅い地震は、敷地周辺では過去に大規模
な地震は発生していないが、東北地方において、
2011年7月10日三陸沖の地震（M7.3、震源深さ
34km）が発生していることから、同様の地震が敷地
東側の海溝軸付近で発生することを考慮する。

 沖合いの浅い地震は、敷地周辺では大規模な地
震は発生していない。

 同一テクトニクス内と考えられる東北地方で発生
した沖合いの浅い地震のうち、最大規模の地震は、
2011年7月10日三陸沖の地震のM7.3である。

地震規模 想定位置

 地震規模はM7.3とする。

 上部の地震を踏まえ、プレート上面とのなす傾斜
角を60°とする。

 想定位置は、東北地方で発生したことを踏まえ、
地震調査委員会（2014）を参考に日本海溝沿いのテ
クトニクス内の最北端とし、2011年7月10日三陸沖
の地震（M7.3）の震源深さ34kmに設定する

平面図 断面図

敷地

敷地
プレート境界

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

1994年北海道東方沖地震を踏まえた検討

93

 既往最大の海洋プレート内地震については、沖合いの浅い地震として、千島海溝沿いで1994年北海道東方
沖地震（M8.2）が発生している。

 本地震は、敷地と同一のテクトニクスで発生した地震ではないが、敷地に対する影響評価ケースとして、
本地震と同等の規模の地震（M8.2）が千島海溝沿いのテクトニクス内で発生した場合の評価を実施する。

 想定する震源の位置については、地震調査委員会（2013）に基づき、1994年北海道東方沖地震が発生した
深さを維持して、千島海溝沿いで敷地に最も近づく位置に想定する。

 想定した震源域において、要素地震となる地震の観測記録が得られていないことから、「統計的グリーン関

数法」により評価する。

1994年北海道東方沖地震を踏まえた影響評価ケースの
M8.2地震の断層面図

地震調査委員会（2013）に基づくM8.2地震の想定位置の考え方

敷地

1994年北海道東方沖地震を踏まえた
影響評価ケース（M8.2）

1994年北海道東方沖地震（M8.2）

地震調査委員会（2013）に加筆

破壊開始点1

破壊開始点3

破壊開始点2

破壊開始点4

審査会合（H30.9.14）
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微視的断層面巨視的断層面与条件

2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

1994年北海道東方沖地震を踏まえた検討の断層パラメータの設定フロー

94

• 影響評価ケースで考慮する震源断層モデルについて、断層パラメータの算定フローを示す。
• 断層パラメータの設定は、地震調査委員会（2017）の震源断層を特定した地震の強震動予測手法（「レシピ」）
（以下、「強震動予測レシピ」という）に従う。

地震規模（Mw）
1994年北海道東方沖地震（M8.2）を
踏まえ、M=Mwとして、Mw8.2を想定

断層傾斜角
敷地東側のプレート形状・地域性に基づ
き設定

断層面位置
地震調査委員会（2013）による千島海溝
沿いの地震の沈み込んだプレート内のや
や浅い地震の断層面において、敷地直近
に設定

剛性率（μ）、密度（ρ）、S波速度（β）
佐藤・巽（2002）に基づき設定

地震モーメント（M0）
M0＝10（1.5Mw+9.1）Nm

短周期レベル（A）
A＝9.84×1017×M0

1/3（強震動予測レシピ）

断層面積（S）
S＝（49π4・β4・M0

2）/（16・A2・Sa）

平均応力降下量（Δσ）
Δσ＝（7π1.5/16）/（M0/S

1.5）

平均すべり量（D） D＝M0/（μ・S）

アスペリティ面積（Sa）
Sa＝1.25×10-16×M0

2/3（強震動予測レシピ）

アスペリティの応力降下量（Δσa）
Δσa＝A /（4・β2（π・Sa）0.5）

アスペリティのすべり量（Da）
Da＝2.0×D

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p93 再掲
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パラメータ 設定方法

走向（θ ） ° 59 海溝軸に沿って設定
傾斜角（δ ） ° 50 プレート上面に対して60°の傾斜角
断層長さ（L） km 110 断層面積より設定
断層幅（W） km 50 断層面積より設定

断層面積（S） km2 5412 S＝(49・π 4・β 4・M0
2)/(16・A2・Sa)

断層上端深さ km 20 地震本部（2013）に基づく

地震ﾓｰﾒﾝﾄ（M0） Nm 2.51×1021 M0＝10
(1.5Mw+9.1)

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ（Mw） 8.2 1994年北海道東方沖地震の地震規模をM＝Mwとして扱う

剛性率（μ ） N/m2 4.80×1010 μ =ρ ・β 2

密度（ρ ） g/cm3 3.0 佐藤・巽（2002）

S波速度（β ） km/s 4.0 佐藤・巽（2002）
平均すべり量（D） m 9.67 D＝M0/（μ ・S）

平均応力降下量（Δ σ ） MPa 15.37 Δ σ ＝(7π 1.5/16)・(M0/S1.5）

破壊伝播速度（Vr） km/s 2.88 Vr=0.72β (Geller（1976））

短周期レベル（A） Nm/s2 2.88×1020 A=9.84×1017×M0
1/3（強震動予測レシピ）

地震ﾓｰﾒﾝﾄ（M0a） Nm 9.95×1020 M0a＝μ ・Sa・Da

面積（Sa） km2 1072 Sa＝1.25×10
-16×M0

2/3（強震動予測レシピ）

平均すべり量（Da） m 19.34 Da＝２×D

応力降下量（Δ σ a） MPa 77.6 Δ σ a＝A/（4β
2(π Sa)

0.5）

地震ﾓｰﾒﾝﾄ（M0ai） Nm 1.99×1020 M0ai＝M0a/5

面積（Sai） km2 214 Sai＝Sa/5

平均すべり量（Dai） m 19.34 Dai＝M0a/(μ ・Sai）

応力降下量（Δ σ ai） MPa 77.6 Δ σ ai＝Δ σ a

地震ﾓｰﾒﾝﾄ（M0b） Nm 1.52×1021 M0b＝M0-M0a

面積（Sb） km2 4340 Sb＝S-Sa

平均すべり量（Db） m 7.28 Db＝M0b/（μ ・Sb）

実効応力（σ b） MPa 11.0
σ b＝(Db/Wb)/(Da/Wa)Δ σ a

ｱｽﾍﾟﾘﾃｨの幅Wa＝18.78km,背景領域の幅Wb＝50km

- 114f0.92 佐藤・巽（2002）

Hz 18 浅野ほか（2004）を参照高周波遮断振動数（ｆmax）

Q値（Q）
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背
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

1994年北海道東方沖地震を踏まえた検討の断層パラメータ表
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 影響評価ケースの断層パラメータを下表に示す。

影響評価ケースの断層パラメータ表

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

1994年北海道東方沖地震を踏まえた検討の地震動評価結果（応答スペクトル）

96

1994年北海道東方沖地震（M8.2）を

踏まえて設定した影響評価ケース
の地震動評価結果を以下に示す。

検討用地震の基本震源モデルと
比較して、地震動レベルは小さいも
のとなっている。

水平方向 鉛直方向

破壊開始点1 NS方向
破壊開始点1 EW方向
破壊開始点2 NS方向
破壊開始点2 EW方向
破壊開始点3 NS方向
破壊開始点3 EW方向
破壊開始点4 NS方向
破壊開始点4 EW方向

破壊開始点1 UD方向
破壊開始点2 UD方向
破壊開始点3 UD方向
破壊開始点4 UD方向

※灰色のスペクトルは、基本
震源モデルの評価結果

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p95 再掲
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

原田・釜江（2011）について（１）

97

原田・釜江（2011）より抜粋

 原田・釜江(2011) は、2011年4月7日宮城県沖の地震について、KiK-net
観測点の記録を使用し、経験的グリーン関数法による強震動生成域
（アスペリティ）のモデル化を行っている。

 震源モデルは北側と南側に２つの強震動生成域を設定することにより、
震源北側の観測点（IWTH23やMYGH04）で見られる指向性パルスや
継続時間が再現されている。

 敷地に対する参考ケースとして、本論文の震源モデルの地震が敷地の
真東で発生した場合の評価を行う。

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

原田・釜江（2011）について（２）

98

 原田・釜江（2011）による2011年4月7日宮城県沖の地震のシミュレーション解析結果。

観測波形と合成波形の擬似速度応答スペクトルの比較（減衰：5%）

原田・釜江（2011）より抜粋・加筆

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

原田・釜江（2011）に基づく地震動評価

99

敷地

破壊開始点1

破壊開始点2

破壊開始点3

原田・釜江（2011）に基づく断層モデル図

 地震動評価の参考として、原田・釜江（2011）のモ
デルに基づき、佐藤・巽（2002）を参考に敷地周辺

の地域性を考慮した諸元を用いて、断層モデルを
策定する。

 なお、断層面は、敷地直近になるように設定する。

 想定した震源域において、要素地震となる地震の
観測記録が得られていないことから、「統計的グリ
ーン関数法」により評価する。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p98 再掲
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

原田・釜江（2011）に基づくモデルの断層パラメータ表

100

項 目 設定値 根拠

巨視的
断層面

モーメントマグニチュード（Mw） 7.1 F-net

基準点
東経 ° 141.72 敷地直近の位置に設定
北緯 ° 41.26 敷地直近の位置に設定

断層上端深さ km 74.78 敷地直近の位置に設定
走向（θ） ° 0 J-SHISによるプレートの沈み込みの走向
傾斜角（δ） ° 37 原田・釜江（2011)

破壊伝播形式 - 同心円状
Ｓ波速度（β） km/s 4.0 佐藤・巽(2002)

破壊伝播速度（Vr） km/s 2.88 Vr=0.72・β Geller(1976)

剛性率（μ） N/m2 4.80×1010 μ＝ρ・β2

密度（ρ） g/cm3 3.0 佐藤・巽(2002)

地震モーメント（M0） N･m 6.40×1019 原田・釜江（2011)

アスペリ
ティ1

断層長さ（L1） km 10.2 原田・釜江（2011)

断層幅（W1） km 10.2 原田・釜江（2011)

面積（Sa1） km2 104 Sa1＝L1・W1

地震モーメント（M0a1） N･m 3.20×1019 原田・釜江（2011)

平均すべり量（Da1） cm 641 D=M0a1/μ・Sa1

実効応力（Δσa1）※ MPa 70.6 原田・釜江（2011)

短周期レベル（Aa1）※ N･m/s2 8.17×1019 A=4・π・r・Δσa1・β
2

アスペリ
ティ2

断層長さ（L2） km 10.2 原田・釜江（2011)

断層幅（W2） km 10.2 原田・釜江（2011)

面積（Sa2） km2 104 原田・釜江（2011)

地震モーメント（M0a2） N･m 3.20×1019 原田・釜江（2011)

平均すべり量（Da2） cm 641 D=M0a2/μ・Sa2

実効応力（Δσa2）※ MPa 70.6 原田・釜江（2011)

短周期レベル（Aa2）※ N･m/s2 8.17×1019 A=4・π・r・Δσa2・β
2

Q値（Q） 114ｆ0.92 佐藤・巽（2002）
高周波遮断振動数（fmax） Hz 18 浅野ほか（2004）を参照

※原田・釜江（2011）において、

決定されたモデルの断層面積
に対応する応力降下量は、標
準的な海洋プレート内地震の
短周期レベルよりも大きな値
となるように設定されている。

 参考ケースとして評価を実施する、原田・釜江（2011）に基づくモデルの断層パラメータを以下に示す。

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

原田・釜江（2011）に基づくモデルの断層モデルを用いた手法による地震動評価

（応答スペクトル）
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破壊開始点1 NS方向
破壊開始点1 EW方向
破壊開始点2 NS方向
破壊開始点2 EW方向
破壊開始点3 NS方向
破壊開始点3 EW方向

破壊開始点1 UD方向
破壊開始点2 UD方向
破壊開始点3 UD方向

水平方向 鉛直方向

図 （参考）原田・釜江（2011）モデル

敷地

※灰色のスペクトルは、
短周期レベルの不確かさ
ケースの評価結果

参考ケースとして評価を実施した原田・釜江（2011）のモデルについて、地震動評価結果を下図に示す。
原田・釜江（2011）のモデルは、短周期レベルが笹谷ほか（2006）の1.5倍相当となっていることから、下図に短周期レベルの
不確かさケースの評価結果との比較を行った結果、両者の評価結果は概ね同等となっている。

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

原田・釜江（2011）に基づくモデルの断層モデルを用いた手法による地震動評価
（時刻歴波形：加速度）

102

NS方向 EW方向 UD方向

破
壊
開
始
点
1

破
壊
開
始
点
2

破
壊
開
始
点
3

0 10 20 30 40 50 60
-500

-250

0

250

500

時間(秒)

加
速

度
(c

m
/
s

2
)

144.1

0 10 20 30 40 50 60
-500

-250

0

250

500

時間(秒)

加
速

度
(c

m
/
s

2
)

251.1

0 10 20 30 40 50 60
-500

-250

0

250

500

時間(秒)

加
速

度
(c

m
/
s

2
)

164.6

0 10 20 30 40 50 60
-500

-250

0

250

500

時間(秒)

加
速

度
(c

m
/
s

2
)

181.3

0 10 20 30 40 50 60
-500

-250

0

250

500

時間(秒)

加
速

度
(c

m
/
s

2
)

341.7

0 10 20 30 40 50 60
-500

-250

0

250

500

時間(秒)

加
速

度
(c

m
/
s

2
)

221.0

0 10 20 30 40 50 60
-500

-250

0

250

500

時間(秒)

加
速

度
(c

m
/
s

2
)

143.4

0 10 20 30 40 50 60
-500

-250

0

250

500

時間(秒)

加
速

度
(c

m
/
s

2
)

245.9

0 10 20 30 40 50 60
-500

-250

0

250

500

時間(秒)

加
速

度
(c

m
/
s

2
)

166.1

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p101 再掲



無断複製・転載禁止 リサイクル燃料貯蔵株式会社

2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

原田・釜江（2011）に基づくモデルの断層モデルを用いた手法による地震動評価

（時刻歴波形：速度）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

放射特性を考慮した検討

104

 基本震源モデルについて、破壊が敷地に向かうように、震源位置を変更したケース

• 断層面位置は、基本震源モデルの傾斜角を維持し、破壊が敷地に向かうように震源位置を変更したケースについて考慮した。

• 断層パラメータは、基本震源モデルと同じであるが、断層面位置を断層上端深さ52.79kmの位置に変更している。

断面図

放射特性を考慮したケース

平面図

：基本震源モデル
：放射特性を考慮したケース

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

放射特性を考慮した検討の地震動評価結果（応答スペクトル）

105

破壊開始点1 NS方向
破壊開始点1 EW方向
破壊開始点2 NS方向
破壊開始点2 EW方向
破壊開始点3 NS方向
破壊開始点3 EW方向

破壊開始点1 UD方向
破壊開始点2 UD方向
破壊開始点3 UD方向

※灰色のスペクトルは、
基本震源モデルの
評価結果

水平方向 鉛直方向
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

放射特性を考慮した検討の地震動評価結果（時刻歴波形：加速度）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.2海洋プレート内地震

放射特性を考慮した検討の地震動評価結果（時刻歴波形：速度）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.3内陸地殻内地震

地震発生層について

 伊藤 (2002)によると、地震発生層には上限と下限が存在し、地震数を
浅い方から積算して10%、90%になる深さは、地震の上限、下限の目安
として用いることができるとされている。

 入倉・三宅(2001) によると、微小地震の浅さの限界はVP＝ 5.8～
5.9km/sの層の上限と良い相関があるとされている。

 木下ほか(2000）によると、コンラッド面以深の下部地域については、
流動性に富んでいて、地震を起こすほど歪みエネルギーを蓄積すること
ができないとされている。

地震発生層の設定にあたっては、微小地震の震源分布、

速度構造、コンラッド面深さなどを総合的に判断して設定する。

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.3内陸地殻内地震

JNES(2004)による地震発生層上下限層

 

 

 

原子力安全基盤機構(2004)による地震域の区分及び敷地が位置する
地震域（東北東部）における地震発生層の上下限層のパラメータ

D10%：6.2km←上限深さに相当
D90%：13.8km←下限深さに相当

D10%：その値よりも震源深さが浅い地震数が全体の10%になる時の震源深さ
D90%：その値よりも震源深さが浅い地震数が全体の90%になる時の震源深さ

原子力安全基盤機構(2004)による、東北東部
の微小地震分布によるD10%、D90%

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.3内陸地殻内地震

敷地周辺の地震分布から算定した地震発生層

最浅 D10% D50% D90% 最深 D90%-D10%
(km) (km) (km) (km) (km) (km)

　　　Ｍ<2.0 0.0 6.3 8.7 12.2 26.8 492 5.9

2.0≦Ｍ<2.5 4.5 5.9 9.3 12.6 13.6 27 6.7

2.5≦Ｍ<3.0 5.8 6.1 8.8 13.0 13.3 17 6.9

3.0≦Ｍ<3.5 6.2 6.2 6.7 13.2 13.2 4 7.0

3.5≦Ｍ<4.0 7.1 7.1 7.1 7.8 7.8 2 －

  4.0≦Ｍ 12.2 12.2 12.2 12.2 12.2 1 －

全データ 0.0 6.3 8.7 12.5 26.8 543 6.3

Ｍ区分 データ数

敷地周辺で発生した地震の震央分布・震源鉛直分布
（気象庁地震カタログ，1997年10月～2012年8月の深さ60km以浅の地震）

敷地周辺で発生した地震から算定した地震発生上下限層のパラメータ
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D90%：12.5km←下限深さに相当

敷地から30km以内の地震分布から
算定したD10%、D90%
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.3内陸地殻内地震

反射法・屈折法統合地震探査による速度構造(1)

 地震発生層の上限深さは、P波速度が5.8～6km/sの層と対応があるとされている。

 入倉・三宅(2001)によると、微小地震の浅さの限界は、P波速度5.8～5.9km/sの層の上限と
良い相関があるとされている。

 吉井・伊藤(2001)によると、地震発生層の上限は速度構造が6km/sとなるところにおおむね
一致しているとされている。

 廣瀬・伊藤(2006)によると、浅い地殻内で発生する微小地震は、P波速度が 5.8～6.4km/s

の層に集中しており、その上下には地震波速度境界が存在するとされている。

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.3内陸地殻内地震

反射法・屈折法統合地震探査による速度構造(2)

 「平成25年度原子力施設等防災対策等委託費（原子力施設における断層等の活動性判定に係る評価手法
の調査研究）」の一環として、陸奥湾から下北半島を東西に横断して東通沖海域に至る約58kmの長大測線
において反射法・屈折法統合地震探査が原子力規制庁によって実施されている。

原子力規制庁（2014）より抜粋

調査測線位置図

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.3内陸地殻内地震

反射法・屈折法統合地震探査による速度構造(3)

原子力規制庁（2014）より抜粋

反射法・屈折法統合深度プロファイル［3］下北半島横断陸域－浅海域区間（V:H = 1：1）

 敷地より南の北緯41.2度付近の下北半島の調査結果によると、深さ３kmのP波速度は
5.5km/s程度であり、地震発生層の上限深さに対応するP波速度5.8～6km/sより遅くなってい
ることから、地震発生層の上限深さは、深さ３kmよりさらに深いと考えられる。

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.3内陸地殻内地震

地震波トモグラフィ解析(1)

 長谷川ほか（2004）等による知見

• 長谷川ほか(2004)によると、東北日本の内陸地殻内地震が発生
する深さについて、およそ15km程度以浅であり、それより深部で
は温度が高くなり、急激な断層運動である地震としては変形せず、
流動変形が卓越するとされている。

• 上記の知見を踏まえ、敷地周辺のトモグラフィ解析結果に基づき、
敷地周辺における地震の発生状況を確認する。

○地震発生深さ分布

• 木下ほか（2000）によれば、コンラッド面以深の下部地殻について
は、流動性に富んでいて、地震を起こすほど歪みエネルギーを蓄
積することができないとされている。

• Scholz（1988）によれば、地殻内の塑性流動域（下部地殻に相当）
および地震発生層下端は、300℃～450℃程度の領域であるとさ
れており、その上端はコンラッド面と対応していると考えられる。

• 下図の堀ほか（2004）によれば、東北日本においては、300℃～
450℃となる深さは、概ね15km程度となっており、微小地震の発
生分布の下端とも対応している。

○コンラッド面に関する知見

深さ40kmにおけるVp/Vs比
長谷川ほか（2004）

脊梁山地（火山フロント付近）に沿ったVp/Vs比
堀ほか（2004）に加筆

地殻内の温度と塑性流動域・地震発生層下端の関係
Scholz（1998）に加筆

地震発生層下端

塑性流動域

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.3内陸地殻内地震

地震波トモグラフィ解析(2)

敷地周辺の震源位置の下限は、長谷川ほか（2004）による東北日本の
地震発生層の下限深さ（15km程度）と整合する。

 1997年10月から2007年３月までに東北大学、弘前大学、気象庁等で観測された
観測地震波を用いて、地震波トモグラフィ解析によりP波速度の偏差を求めてい
る。

 地震波トモグラフィ解析により、再決定された震源位置の下限は、敷地及び敷地
周辺を含む断面（⑥・⑦断面）を確認すると、深さ15km程度である。

下北半島西部の地震波速度構造(Vp構造)【⑥、⑦断面図】

Vp構造
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.3内陸地殻内地震

キュリー点深度分布
 Tanaka et al.(2005)によれば、キュリー点深度と地震発生層の下限深さに相当するD90%深度の間には、

相関があるとされている。

大久保(1984)によるキュリー点等深線図

敷地拡大

（単位：km）
大久保（1984）に加筆

Tanaka et al.(2005)によるキュリー点深度

敷地

Tanaka et al.(2005)に加筆

Tanaka et al.（2005）による敷地周辺のキュリー点深度は15㎞程度となっており、大久保
（1984）による敷地周辺のキュリー点深度は15㎞より浅くなっている。地震波トモグラフィに
よって再決定された震源位置の下限（15km程度）及び敷地周辺の微小地震の発生状況から
推定されるD90%の値と整合している。

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.3内陸地殻内地震

地震発生層の設定 まとめ

⇒以上を踏まえ敷地周辺の地震発生層の上限及び下限深さについては、以下のとおり設定する。
○地震動評価で考慮する地震発生層上限深さ
微小地震分布に基づけば、深さ3kmよりも深い位置が考えられるが、保守的に深さ3kmの位置に設定

○地震動評価で考慮する地震発生層下限深さ
微小地震分布等に基づき、深さ15kmの位置に設定

原子力安全基盤機構（2004）による
東北東部の地震発生層上下限深さ

D10%（上限深さに相当） 6.2km

D90%（下限深さに相当） 13.8km

敷地周辺の微小地震による地震発生層上下限深さ

D10%（上限深さに相当） 6.3km

D90%（下限深さに相当） 12.5km

敷地周辺のP波速度分布と地震発生層上端深さの関係

反射法・屈折法統合地震探査による速度構造によると、敷地
周辺の脊梁山地付近の岩盤が浅いところにおいて、P波速度
5.8～6.0km/sの層は3km程度よりも深い

敷地周辺の地震波ﾄﾓｸﾞﾗﾌｨ解析等と地震発生層下限深さの関係

① トモグラフィ解析による再決定された震源位置の下限は深さ
15km程度であることを確認

② 敷地周辺のキュリー点深さは15km程度より浅い

入倉・三宅（2001）
吉井・伊藤（2001）
廣瀬・伊藤（2006）
地震発生層の上限深さは、P波速度5.8～6.0km/s

と概ね対応している

長谷川ほか（2004）
東北日本の内陸地殻内地震が発生する深さについて
およそ15km程度以浅であり、それより深部では温度
が高くなり、急激な断層運動である地震としては変形
せず、流動変形が卓越する

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.3内陸地殻内地震

応答スペクトルに基づく地震動評価

118

距離減衰式
DB対象
地域

地震タイプ 主なパラメータ Mの範囲 距離の範囲 地盤条件・種別
地震動評
価できる
方向

Noda et al.(2002) 国内
主に太平洋沿岸の
60km以浅の地震

M、等価震源距離、Vs、
Vp、地盤の卓越周期

M5.5～7.0
（M8.5まで適用可能）

28～202km

（等価震源距離）
500≦Vs≦2700m/s

水平方向
鉛直方向

Kanno et al.(2006)

主に
国内 内陸地殻内地震、

プレート間地震、
海洋プレート内地震

Mw、断層最短距離、
震源深さ、AVS30

Mw5.5～8.2
1～500km

（断層最短距離）
100≦AVS30≦1400m/s 水平方向

Zhao et al.(2006)
Mw、断層最短距離、
震源深さ

Mw5.0～8.3
0.3～300km

（断層最短距離）

Soft soil

(AVS=200m/s) ～
Hard rock 

(AVS>1100m/s)

水平方向

内山・翠川(2006)
日本
周辺

Mw、断層最短距離、
震源深さ

Mw5.5～8.3
300km以内

（断層最短距離）
150≦AVS30≦750m/s 水平方向

各種距離減衰式の概要

AVS：地表から深さ30mまでの平均S波速度

検討用地震とした「横浜断層による地震」の基本震源モデル及び不確かさを考慮した検討ケースに
ついて、応答スペクトルに基づく地震動評価を実施。

• 「Noda et al.(2002)」による応答スペクトル評価を用いる。

• 敷地において、内陸地殻内地震の観測記録が十分に得られていないことから、Noda et al.（2002）による内陸
地殻内地震の補正係数による低減を用いない。

• 敷地における内陸地殻内地震の観測記録が少ないことを踏まえ、基本震源モデルについて、内陸地殻内地
震に適用可能な距離減衰式であるKanno et al. (2006)、Zhao et al(2006)、内山・翠川(2006）に基づく地震動評
価を行う。

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.3内陸地殻内地震

応答スペクトルに基づく地震動評価結果

119
水平方向

Noda et al.(2002)（M7.0，Xeq=23km）
Kanno et al.(2006)

Zhao et al.(2006)

内山・翠川(2006)

Noda et al.(2002)（M7.1，Xeq=22km）
Kanno et al.(2006)

Zhao et al.(2006)

内山・翠川(2006)

基本震源モデル 傾斜角の不確かさを考慮したケース

M Mw

等価
震源
距離
(km）

断層
最短
距離
(km)

基本震源モデル 7.0 6.5 23 13

傾斜角の不確かさ
を考慮したケース

7.1 6.6 22 12

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.3内陸地殻内地震

断層モデルを用いた手法（SGF） ①基本震源モデル（応答スペクトル）
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NS方向 UD方向EW方向
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NS方向 EW方向 UD方向
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.3内陸地殻内地震

断層モデルを用いた手法（SGF） ①基本震源モデル（時刻歴波形：加速度）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.3内陸地殻内地震

断層モデルを用いた手法（SGF）①基本震源モデル（時刻歴波形：速度）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.3内陸地殻内地震

断層モデルを用いた手法（ハイブリッド合成法）①基本震源モデル（応答スペクトル）

123

NS方向 UD方向EW方向

●横浜断層による地震（基本震源モデル）のハイブリッド合成法による評価結果
・破壊開始点1,3は、接続周期を5秒、破壊開始点2,4は、接続周期を4秒とした。

マッチングフィルター

破壊開始点2,4

破壊開始点1,3
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.3内陸地殻内地震
断層モデルを用いた手法（ハイブリッド合成法）①基本震源モデル（時刻歴波形：加速度）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.3内陸地殻内地震

断層モデルを用いた手法（ハイブリッド合成法）①基本震源モデル（時刻歴波形：速度）
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統計的グリーン関数法の評価結果
ハイブリッド合成法の評価結果

2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.3内陸地殻内地震

①基本震源モデル SGFとハイブリッド合成法の比較（破壊開始点1）

126

NS方向 UD方向EW方向

 基本震源モデルの破壊開始点1のモデルにおいて、統計的グリーン関数法とハイブリッド合成法の比較を行う。

統計的グリーン関数法の評価結果
ハイブリッド合成法の評価結果

統計的グリーン関数法の評価結果
ハイブリッド合成法の評価結果

基本震源モデルの破壊開始点1の地震動評価では、統計的グリーン関数法による評価とハイブリッド合成法による評価が同程度となる。

審査会合（H30.9.14）
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統計的グリーン関数法の評価結果
ハイブリッド合成法の評価結果

2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.3内陸地殻内地震

①基本震源モデル SGFとハイブリッド合成法の比較（破壊開始点2）

127

NS方向 UD方向EW方向

統計的グリーン関数法の評価結果
ハイブリッド合成法の評価結果

統計的グリーン関数法の評価結果
ハイブリッド合成法の評価結果

基本震源モデルの破壊開始点2の地震動評価では、統計的グリーン関数法による評価とハイブリッド合成法による評価が同程度となる。

 基本震源モデルの破壊開始点2のモデルにおいて、統計的グリーン関数法とハイブリッド合成法の比較を行う。

審査会合（H30.9.14）
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統計的グリーン関数法の評価結果
ハイブリッド合成法の評価結果

2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.3内陸地殻内地震

①基本震源モデル SGFとハイブリッド合成法の比較（破壊開始点3）

128

NS方向 UD方向EW方向

統計的グリーン関数法の評価結果
ハイブリッド合成法の評価結果

統計的グリーン関数法の評価結果
ハイブリッド合成法の評価結果

基本震源モデルの破壊開始点3の地震動評価では、統計的グリーン関数法による評価とハイブリッド合成法による評価が同程度となる。

 基本震源モデルの破壊開始点3のモデルにおいて、統計的グリーン関数法とハイブリッド合成法の比較を行う。

審査会合（H30.9.14）
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統計的グリーン関数法の評価結果
ハイブリッド合成法の評価結果

2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.3内陸地殻内地震

①基本震源モデル SGFとハイブリッド合成法の比較（破壊開始点4）

129

NS方向 UD方向EW方向

むつ地点の横浜断層による地震の地震動評価では、統計的グリーン関数法による評価とハイブリッド合成法による評価は、同程度となるため、
不確かさを考慮した検討においては、統計的グリーン関数法を用いた評価を実施する。

統計的グリーン関数法の評価結果
ハイブリッド合成法の評価結果

統計的グリーン関数法の評価結果
ハイブリッド合成法の評価結果

基本震源モデルの破壊開始点4の地震動評価では、統計的グリーン関数法による評価とハイブリッド合成法による評価が同程度となる。

 基本震源モデルの破壊開始点4のモデルにおいて、統計的グリーン関数法とハイブリッド合成法の比較を行う。

審査会合（H30.9.14）
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2.敷地ごとに震源を特定して策定する地震動／2.3内陸地殻内地震（参考）

根岸西方断層の連動による地震を仮定した場合の敷地への影響確認

 根岸西方断層と青森湾西岸断層帯については、個別の
断層と判断されるものの、念のための仮の評価として
「根岸西方断層～青森湾西岸断層帯の連動による地震」を
応答スペクトルに基づく手法（Noda et al.（2002））を用いて

地震動を評価し、横浜断層による地震と比較をすることに
より、敷地への影響を確認する。

 「根岸西方断層～青森湾西岸断層帯の連動による地震」
は、「横浜断層による地震の基本震源モデル」及び「横浜
断層による地震の傾斜角の不確かさを考慮したケース」に
比べて、敷地に与える影響は小さい。

Noda et al.(2002)を用いた根岸西方断層～青森湾西岸断層帯の連動による地震の
評価結果と横浜断層による地震の評価結果の比較

横浜断層による地震の基本震源モデル※（断層長さ27km，M 7.0，Xeq=23 km）
横浜断層による地震の断層傾斜角の不確かさ考慮ケース※（断層長さ27km，M 7.1，Xeq=22 km）
根岸西方断層～青森湾西岸断層帯の連動による地震※（断層長さ69.9 km，M 7.7，Xeq=68 km）
根岸西方断層による地震※（断層長さ39.6km，M7.2，Xeq=63km）
青森湾西岸断層帯による地震※（断層長さ30.3km，M7.1，Xeq=79km）

※地震動レベルを確認する観点から、震源断層面積に基づいた地震規模、等価震源距離を用いて評価。
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１．地下構造モデルの策定

1.1 地質調査結果に基づく地下構造

1.2 地震観測記録の分析

1.3 地下構造モデルの設定

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

2.1 プレート間地震

2.2 海洋プレート間地震

2.3 内陸地殻内地震

３．震源を特定せず策定する地震動

3.1 Mw6.5以上の2地震

3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

４．日本海溝沿いの地震活動の長期評価（地震調査委員
会（2019））の地震動評価内容への影響
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「日本の地震活動」（地震調査委員会，1999に加筆）

2008年岩手・宮城内陸地震（M7.2）
2008/06/14 08:43   深さ 8km

震源メカニズム解（気象庁報道発表資料）

GPSで測定された水平変動（国土地理院，2008）

地殻変動から推定された断層モデル
（国土地理院，2008）

 岩手・宮城内陸地震は、2008年6月14日に奥羽山地東縁で発生した地震で、深さ8km、地震
の規模は、Mj7.2とされている。

 この地震は、奥羽山地東縁から山側に傾斜する低角逆断層により発生したとされる。

3.震源を特定せず策定する地震動／3.1 Mw6.5以上の2地震（１）２００８年岩手・宮城内陸地震震源域の地域性

２００８年岩手・宮城内陸地震の概要

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p131 再掲



無断複製・転載禁止 リサイクル燃料貯蔵株式会社 133

岩手・宮城内陸地震震源域

敷地

ひずみ集中帯等分布図
（産業技術総合研究所，2009に加筆）

 東北日本弧の第四紀テクトニクスは、東西圧縮応力による逆断層の活動に特徴づけられる。
 産業技術総合研究所（2009）では、岩手・宮城内陸地震は、地質学的ひずみ集中帯と、測地学的ひずみ集中帯の重なっ

たところで発生しているとしている。
 震源付近には、文献に活断層の記載はないが、北方に北上低地西縁断層帯等が分布する。

岩手・宮城内陸地震震央周辺の活断層分布図
（産業技術総合研究所,活断層データベースに加筆）

震央

北上低地西縁断層帯

出店断層

M7.2,深さ8km

活断層

ひずみ集中帯および活断層の分布

3.震源を特定せず策定する地震動／3.1 Mw6.5以上の2地震（１）２００８年岩手・宮城内陸地震震源域の地域性 審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p132 再掲



無断複製・転載禁止 リサイクル燃料貯蔵株式会社

134

 鈴木ほか（2008）によれば、地震前に撮影された大縮尺の航空写真の判読によ
り、地震断層にほぼ対応する３～４ｋｍ程度の区間に活断層変位地形が見出さ
れたとしている。また、枛木立地点におけるトレンチ調査の結果、約５千年前以
降の複数回の活動が明らかになったとしている。

 田力ほか（2009）によれば、震源域には、河成段丘の変化帯が存在し、この変
化帯は岩手・宮城内陸地震の震源断層の活動に関連するとしている。また、震
源断層付近で求められる垂直変位速度（0.5mm/yr）は、池田ほか編（2002）の
北方の北上低地西縁断層帯の垂直変位速度にほぼ等しいとしている。

枛木立

田力ほか（2009）に加筆震源域の河床および段丘面縦断図と比高

※地質年代
PG１～4：漸新世～前期中新世,N1：前期中新世～中期中新世,N2：中期中新世～後期中新
世
N3：後期中新世～鮮新世,Q：更新世,H：完新世

震源域周辺の広域地質図 社団法人東北建設協会監修（2006）に加筆

変位地形
3.震源を特定せず策定する地震動／3.1 Mw6.5以上の2地震（１）２００８年岩手・宮城内陸地震震源域の地域性 審査会合（H30.9.14）
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 余震分布範囲には、主に新第三系の火山岩類および
堆積岩類が分布している。

（参考）地質・地質構造による比較・検討（岩手・宮城内陸地震震央周辺）

震源域周辺の広域地質図
社団法人東北建設協会監修（2006）に加筆

震源域周辺の広域地質図（岩手・宮城内陸地震余震分布追記）
社団法人東北建設協会監修（2006）に加筆

引用 地質図：東北建設協会（2006）を一部修正
カルデラ分布：吉田ほか（2005）を重力図を基に修正

引用 地質図：東北建設協会（2006）を一部修正
カルデラ分布：吉田ほか（2005）を重力図を基に修正

※地質年代
PG１～4：漸新世～前期中新世,N1：前期中新世
～中期中新世,N2：中期中新世～後期中新世
N3：後期中新世～鮮新世,Q：更新世,H：完新世

川尻カルデラ

国見山カルデラ

厳美カルデラ

花山カルデラ

鳴子カルデラ

鬼首カルデラ

三途川カルデラ（outer）

三途川カルデラ
（inner）

栗駒山南麓カルデラ

川尻カルデラ

国見山カルデラ

厳美カルデラ

三途川カルデラ
（inner）

三途川カルデラ（outer）

栗駒山南麓カルデラ

鬼首カルデラ

花山カルデラ

鳴子カルデラ

3.震源を特定せず策定する地震動／3.1 Mw6.5以上の2地震（１）２００８年岩手・宮城内陸地震震源域の地域性 審査会合（H30.9.14）
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垣見ほか(2003)による地震地体構造区分図（一部加筆）

岩手・宮城内陸地震震源域

敷地

鳥取県西部地震震源域

各地震地体構造区の特徴

（参考）地震地体構造区分による比較・検討（垣見ほか,２００３）

 垣見ほか（2003）は、既往の知見を比較したうえで、垣見ほか（1994）の区分図を
、各区の特徴、Mmax、特定断層などに関して、最新のデータと知見に基づいて改
定し、新たな地震地体構造区分図を作成している。

 岩手・宮城内陸地震震源域は、（8C）東北日本弧内帯に区分されている。
 （8C）東北日本弧内帯の地形・地質は、火山性内弧、隆起優勢、脊梁山地とされ
ており、逆断層～褶曲が発達しているとされており、浅発大・中地震活動が「高」
とされている。

 一方で、敷地周辺は、（8B）東北日本弧外帯（外弧隆起帯、安定域）に区分される
が、8Bと8Cの区分境界付近に位置している。

3.震源を特定せず策定する地震動／3.1 Mw6.5以上の2地震（１）２００８年岩手・宮城内陸地震震源域の地域性 審査会合（H30.9.14）
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メカニズム解（気象庁，2000）

地震調査委員会（2000）から抜粋

 鳥取県西部地震は、2000年10月6日に鳥取県と島根県境で発生した地震で、震源深さ
11km、地震の規模はMj7.3とされている。

 この地震は、北西－南東走向の横ずれ（左横ずれ）断層による地震とされている。

地震の位置及び深度分布（USGS，2000）

震央分布図

3.震源を特定せず策定する地震動／3.1 Mw6.5以上の2地震（2）２０００年鳥取県西部地震震源域の地域性

２０００年鳥取県西部地震の概要
審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p136 再掲
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【岡田（2002）要約】
 文献では、震源域周辺に活断層は記載されていない。
 震源域周辺を含む山陰地方は、WNW-ESE方向の圧縮場のもとでENE-WNWとNNW-SSEの方向の横ズレ断層が卓越するとされている。
 第四紀中期以降に新たな断層面を形成して、断層が発達しつつあり、活断層の発達過程としては、初期ないし未成熟な段階にある。

震源付近の活断層及び震央分布
（産業技術総合研究所,活断層データベースに加筆）

震央

（岡田，2002）

震源域周辺の活断層の特徴
3.震源を特定せず策定する地震動／3.1 Mw6.5以上の2地震（2）２０００年鳥取県西部地震震源域の地域性 審査会合（H30.9.14）
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 震源域周辺は、白亜紀から古第三紀の花崗岩を主体としており、新第三紀中新世に貫入した安山岩～玄武岩質の岩脈が頻繁に分布して
おり、これら岩脈の特徴として、貫入方向が今回の震源断層に平行である北西-南東方向であることが挙げられる。（井上ほか，2002）

 震源域周辺は、明瞭な断層変位基準の少ない地域とされている。（堤ほか，2000）

中国地方における白亜紀～古第三紀貫入岩類の分布
（日本の地質増補版編集委員会 編，2005に加筆）

震源付近のシームレス地質図
（産業技術総合研究所,地質図Naviに加筆）

震源域周辺の地質の特徴

3.震源を特定せず策定する地震動／3.1 Mw6.5以上の2地震（2）２０００年鳥取県西部地震震源域の地域性 審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p138 再掲
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凡例 ： 20万分の1日本シームレス地質図全国統一

シームレス地質図凡例
3.震源を特定せず策定する地震動／3.1 Mw6.5以上の2地震（2）２０００年鳥取県西部地震震源域の地域性 審査会合（H30.9.14）
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震源断層

リニアメント

震源域のリニアメントと余震分布

 伏島ほか（2001）では、鳥取県西部地震により、長さ約6kmの地震断層が確認されたとしている。
 堤ほか（2000）では、震源周辺で、地形に左ずれ屈曲を与えている２条の推定活断層と、最新の地質時代の断層変位地形が伴っていない長さ

4km未満の北西-南東方向の複数のリニアメントを判読している。このうち、推定活断層に沿っては、花崗岩中に断層露頭を確認している。
 井上ほか（2002）では、鳥取県西部地震の震源域周辺で、左横ずれを示唆する短く断続するリニアメント群が判読され、これらが震源断層の
方向と一致するとされている。

 堤（2009）では、鳥取県西部地震の震源域に、震源断層と同じ走向の推定活断層やリニアメントが高密度に分布することから、これらが地下の
活断層の地表表現である可能性が高いとしている。

 垣見（2010）では、堤ほか（2000）、井上ほか（2002）によるリニアメント分布の特徴から、鳥取県西部地震の震央域では若い未成熟な断層が並
列的に現れ、その一部が地震断層として地表まで達したとされている。

【井上ほか（2002）要約】
 鳥取県西部地震の震源周辺では、左
横ずれを示唆する短く断続するリニア
メント群が判読され、これらは想定さ
れている震源断層の方向と一致して
いる。

 リニアメント沿いで多くの断層露頭が
確認され、これらの断層の一部は第
四紀層を変位させている。

 これらの断層は、横ずれ断層に伴うフ
ラワー構造を呈しており、地下では収
斂し、震源断層になる。

 若い未成熟な断層であり、地表近くま
で破壊が進行したものの地表に明瞭
な地震断層は出現しなかった。

震源域のリニアメントと余震分布
3.震源を特定せず策定する地震動／3.1 Mw6.5以上の2地震（2）２０００年鳥取県西部地震震源域の地域性 審査会合（H30.9.14）
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【２０００年鳥取県西部地震の概要】

 鳥取県西部地震は、北西－南東走向の横ずれ（左横ずれ）断層による地震とされている（気象庁，2000）。

 震源域周辺を含む山陰地方は、WNW-ESE方向の圧縮場のもとでENE-WNWとNNW-SSEの方向の横ずれ
断層が卓越する（岡田，2002）。

 第四紀中期以降に新たな断層面を形成して、断層が発達しつつあり、活断層の発達過程としては、初期
ないし未成熟な段階にある（岡田，2002）。

 震源域周辺は、白亜紀から古第三紀の花崗岩を主体としており、新第三紀中新世に貫入した安山岩～玄
武岩質の岩脈が頻繁に分布している（井上ほか，2002）。また、明瞭な断層変位基準の少ない地域とされ
ている(堤ほか，2000）。

 鳥取県西部地震後に実施された堤ほか（2000）、井上ほか（2002）の調査では、鳥取県西部地震の震源周

辺において、左横ずれを示唆する短く断続する推定活断層及びリニアメントを判読し、リニアメント周辺で
断層露頭を確認している。

震源域周辺は活断層の発達過程でみると未成熟な状態であり、また、明瞭な断層変位基準の少ない地域と
されていることから、活断層の認定が難しい地域と判断される。

２０００年鳥取県西部地震の概要
3.震源を特定せず策定する地震動／3.1 Mw6.5以上の2地震（2）２０００年鳥取県西部地震震源域の地域性 審査会合（H30.9.14）
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 震源域周辺は、白亜紀から古第三紀の花崗岩を主体としており、新第三紀中新世に貫入した安山岩～玄武岩質の岩脈が頻繁に分布して
いる。山陰地域の活断層は「活断層の発達過程でみると、初期の発達段階を示し、断層破砕帯幅も狭く、未成熟な状態とみなされる。」とさ
れている。また、明瞭な断層変位基準の少ない地域とされている。

 敷地周辺は、主に新第三系の火山岩類および堆積岩類や第四系の段丘堆積層等が分布し、大規模な岩脈の分布は認められない。敷地
周辺には、中位段丘面および高位段丘面が分布している。敷地周辺には、横浜断層（逆断層）等が認められる。

シームレス地質図
(産業技術総合研究所,地質図Naviに加筆）

敷地周辺の地質図

3.震源を特定せず策定する地震動／3.1 Mw6.5以上の2地震（2）２０００年鳥取県西部地震震源域の地域性の比較・検討

地質・地質構造、第四系の分布・地形等による比較・検討

敷地

横
浜
断
層

審査会合（H30.9.14）
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垣見ほか(2003)による地震地体構造区分図（一部加筆）

 垣見ほか（2003）では、鳥取県西部地震震源域は、（10C5）中国山地・瀬戸内海に
区分されている。

 （10C5）中国山地・瀬戸内海は、北半部は安定隆起域で、活断層の密度は小さいが
地震活動は比較的高く、東西圧縮の横ずれ断層型の卓越する地域とされている。

 一方で、敷地周辺は、（8B）東北日本弧外帯に区分され、外弧隆起帯、安定域で、
活断層の密度が小さく、地震活動も低く、東西圧縮の逆断層型の地域とされている。

岩手・宮城内陸地震震源域

敷地

鳥取県西部地震震源域

各地震地体構造区の特徴

地震地体構造区分による比較・検討（垣見ほか,２００３）
3.震源を特定せず策定する地震動／3.1 Mw6.5以上の2地震（2）２０００年鳥取県西部地震震源域の地域性 審査会合（H30.9.14）
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【西村（2014，2015）】
 2002年のGNSS観測網増強等による観測データ

の蓄積と、詳細な解析によって、山陰地方の東部
（島根県東部から鳥取県）において、海岸線に平
行な地震帯（地震の活発な帯）に沿って測地学的
ひずみ集中帯が存在することを指摘している。

 過去に山陰地方で発生した内陸地震（1943年鳥
取地震、2000年鳥取県西部地震）については、ひ
ずみ集中帯で発生した地震と考えることにより合
理的に説明できると指摘している。

 2000年鳥取県西部地震の震源域は、西村（2014）
において測地学的ひずみ集中帯と指摘されている。

 前出P30に示すように、敷地はひずみ集中帯には
該当しない。

西村（2015）に一部加筆

2000年鳥取県西部地震

2000年鳥取県西部地震

ひずみ集中帯分布図による比較・検討
3.震源を特定せず策定する地震動／3.1 Mw6.5以上の2地震（3）２０００年鳥取県西部地震震源域の地域性の比較・検討 審査会合（H30.9.14）
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 2000年鳥取県西部地震震源域と敷地周辺について、“地域差”の観点で整理を実施した結果、横ずれ断層型と逆断層型の違いや活断層
の成熟度の違い等、地域差が認められると判断されることから、観測記録収集対象外とする。

項目 類似点 鳥取県西部地震震源域 敷地周辺

地質・地質構造
×

・WNW-ESE方向の圧縮応力による横ずれ断層型。
・白亜紀から古第三紀の花崗岩を主体としており、新
第三紀中新世に貫入した安山岩～玄武岩質の岩脈
が頻繁に分布している。
・岩脈の特徴として、貫入方向が今回の震源断層に平
行である北西-南東方向であることが挙げられる。

・東西圧縮応力による逆断層型。
・主に新第三系の火山岩類および堆積岩類や第四系の
段丘堆積物等が分布し、大規模な岩脈の分布は認めら
れない。

第四系の分布・
地形等

×

・明瞭な断層変位基準の少ない地域である。
・文献（岡田,2002）では震源域周辺に活断層は記載さ
れていない。
・第四紀中期以降に新たな断層面を形成して、断層が
発達しつつあり、活断層の発達過程としては、初期な
いし未成熟な段階にある。

・変位基準となる海成段丘面が広く認められる。
・敷地周辺には横浜断層等が認められ、地形・地質調査
等から、活断層の認定が可能である。

地震地体構造 ×
・(10C5)中国山地・瀬戸内海帯。
・活断層密度に対して地震活動は活発。

・（8B）東北日本弧外帯。
・外弧隆起帯、安定域。

ひずみ集中帯 ×
・西村(2014)において、測地学的ひずみ集中帯と指摘
されている。

・地質学的歪み集中帯、測地学的歪み集中帯の領域外
に位置する。

２０００年鳥取県西部地震震源域との地域性の比較・検討結果
3.震源を特定せず策定する地震動／3.1 Mw6.5以上の2地震（3）２０００年鳥取県西部地震震源域の地域性の比較・検討

【凡例】○：類似性有り、△：類似性低い～一部有り、×：類似性無し

審査会合（H30.9.14）
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無断複製・転載禁止 リサイクル燃料貯蔵株式会社 147

3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

K-NET観測点の観測記録

 K-NET観測点のうち、MYG004（築館）は、司・翠川（1999）の距離減衰式の+1σを上回る。

一方で、IWT011（水沢）は、司・翠川（1999）の距離減衰式の-1σを下回る。

K-NETの最大加速度

観測点
断層最短
距離
(km)

AVS30

(m/s)

最大加速度(Gal)

水平(NS) 水平(EW) 鉛直(UD)

K-NET

地表

AKT019 雄勝 29 310 159 177 140

AKT023 椿台 17 429 359 359 248

IWT010 一関 16 668 219 287 210

IWT011 水沢 9 250 151 216 213

IWT012 北上 21 214 278 237 142

IWT015 川尻 21 417 197 238 123

MYG004 築館 20 430 740 678 224

MYG005 鳴子 14 351 440 521 666

MYG004(築館)

断層最短距離：Suzuki et al.(2010)による震源断層モデルに基づく

AKT019(雄勝)

AKT023(椿台)

IWT010(一関)

IWT011(水沢)

TWT012(北上)

IWT015(川尻)

MYG005(鳴子)

－司・翠川(1999)Average 

…司・翠川(1999)Average±1σ  

○KiK-net（地表） 

●KiK-net（地中 2 倍） 

△K-NET 

審査会合（H30.9.14）
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

K-NET観測点の観測記録と加藤ほか(2004)との比較

 K-NET観測記録では、AKT023（椿台）、IWT010（一関）、IWT011（水沢）、MYG004（築館）、MYG005（鳴子）が加藤ほか
（2004）の応答スペクトルを一部の周期帯で上回る。

観測点位置図

雄勝観測点

椿台観測点

一関観測点

水沢観測点

北上観測点川尻観測点

築館観測点

鳴子観測点

K-NET観測記録の応答スペクトルと加藤ほか（2004）による応答スペクトルの比較

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p147 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

K-NET観測点の地質構造

 K-NET観測記録において、加藤ほか（2004）の応答スペクトルを上回る観測点のうちAVS30が500m/s以上と推定されるのは、
IWT010（一関）である。

なお、IWT010（一関）は、司・翠川（1999）の距離減衰式の±1σの範囲内にある。

雄勝観測点

椿台観測点

一関観測点

水沢観測点

北上観測点川尻観測点

築館観測点

鳴子観測点

AKT023（椿台）

MYG005（鳴子）

IWT011（水沢） IWT010（一関）

MYG004（築館）

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p148 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

KiK-net観測点の観測記録

観測点
断層最短
距離
(km)

AVS30

(m/s)

最大加速度(Gal)

( )内：地中記録

水平(NS) 水平(EW) 鉛直(UD)

KiK-net

地表
(地中)

AKTH04 東成瀬 18 459
1318

（173）
2449

（255）
1094

（138）

AKTH06 雄勝 23 455
180

（42）
186

（61）
140

（47）

IWTH04 住田 29 456
126

（31）
159

（28）
115

（24）

IWTH20 花巻南 20 289
249

（107）
240

（151）
136

（68）

IWTH24 金ヶ崎 5 486
503

（209）
435

（169）
342

（121）

IWTH25 一関西 5 506
1143

（1036）
1433

（748）
3866

（681）

IWTH26 一関東 6 371
888

（278）
1056

（211）
927

（167）

MYGH02 鳴子 11 399
254

（106）
230

（96）
233

（54）

 KiK-net観測点のうち、AKTH04（東成瀬）およびIWTH25（一関西）は、司・翠川（1999）の距離減衰式の+1σを上回る。

なお、IWTH25（一関西）は、地中記録の2倍も司・翠川（1999）の距離減衰式の+1σを上回る。また、AKTH06（雄勝）、
IWTH04（住田）、MYGH02（鳴子）の地中記録の2倍は、司・翠川（1999）の距離減衰式の-1σを下回る。

KiK-netの最大加速度

断層最短距離：Suzuki et al.(2010)による震源断層モデルに基づく －司・翠川(1999)Average 

…司・翠川(1999)Average±1σ  

○KiK-net（地表） 

●KiK-net（地中 2 倍） 

△K-NET 

IWTH25(一関西)
AKTH04(東成瀬)

IWTH26(一関東)

AKYH06(雄勝)
IWTH04(住田)

IWTH20(花巻南)

IWTH24(金ヶ崎)

MYGH02(鳴子)

審査会合（H30.9.14）
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

KiK-net観測点の観測記録

観測点位置図

花巻南観測点

住田観測点東成瀬観測点

雄勝観測点

鳴子観測点

一関西観測点

金ヶ崎観測点

一関東観測点

（地中×２）

（地中×２）

（地中×２）

（地中×２）

（地中×２）

（地中×２）

（地中×２）

（地中×２）

KiK-net観測記録の応答スペクトルと加藤ほか（2004）による応答スペクトルの比較

 KiK-net観測記録（地中記録の2倍）では、AKTH04（東成瀬）、IWTH20（花巻南）、IWTH24（金ヶ崎）、IWTH25（一関西）、
IWTH26（一関東）が加藤ほか（2004）の応答スペクトルを一部の周期帯で上回る。

なお、 KiK-net観測記録（地中記録の2倍）について、 IWTH25 （一関西）が司・翠川（1999）の距離減衰式の+1σを上回り、
AKTH04 （東成瀬）、 IWTH20 （花巻南）、 IWTH24 （金ヶ崎）、 IWTH26 （一関東）は、±1σの範囲内にある。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p150 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

栗駒ダムの概要

所在地 宮城県

水系名 北上川

河川名 迫川支川三迫川

竣工年 1961年

ダム形式 重力式コンクリートダム

堤高 57.2m

堤長 182.0m

栗駒ダム位置

地震観測位置（平面図）

地震観測位置（断面図）

宮城県より受領した図面に加筆

宮城県より受領した図面に加筆

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p151 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

栗駒ダムの地震観測記録

栗駒ダム位置

栗駒ダム[右岸地山]観測点による応答スペクトルと加藤ほか（2004）による応答スペクトルの比較

栗駒ダム[監査廊]観測点による応答スペクトルと加藤ほか（2004）による応答スペクトルの比較

栗駒ダムの観測点では、加藤ほか（2004）の応答スペクトルを一部の周期帯で上回る。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p152 再掲



無断複製・転載禁止 リサイクル燃料貯蔵株式会社 154

3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

KiK-net 金ヶ崎観測点に関する検討(1)

花巻南観測点

住田観測点東成瀬観測点

雄勝観測点

鳴子観測点

一関西観測点

金ヶ崎観測点

一関東観測点

 KiK-net観測点のうち、加藤ほか（2004）の応答スペクトルを上回る観測記録（IWTH24（金ヶ崎））について、基盤地震動を
評価することを目的とした観測記録のはぎとり解析を実施する。

IWTH24（金ヶ崎）

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p153 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

KiK-net 金ヶ崎観測点に関する検討(2)

地盤同定結果(水平)

地盤同定結果(鉛直)

伝達関数の比較(水平)

伝達関数の比較(鉛直)
電力共通研究｢東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震動評価手法の高度化に関する研究｣

p

 IWTH24（金ヶ崎）の観測記録について、 KiK-netボーリングデータを初期値として、観測記録の伝達関数を再現できるよう
に地盤同定を実施。

黒：観測記録 

赤：最適化結果 

青：PS検層 

黒：観測記録 

赤：最適化結果 

青：PS検層 

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p154 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

KiK-net 金ヶ崎観測点に関する検討(3)

電力共通研究｢東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震動評価手法の高度化に関する研究｣

加藤ほか(2004)(Vs=0.7km/s)

加藤ほか(2004)(Vs=2.2km/s)

加藤ほか(2004)(Vs=0.7km/s)

加藤ほか(2004)(Vs=2.2km/s)

加藤ほか(2004)(Vp=2.0km/s)

加藤ほか(2004)(Vp=4.2km/s)

地盤同定により得られた地盤モデルを用いて、IWTH24（金ヶ崎）のはぎとり解析を実施。

 IWTH24（金ヶ崎）は、概ね妥当な地盤モデルを作成でき、はぎとり解析を実施した結果、一部の周期帯で加藤ほか（2004）
を上回る結果となった。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p155 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

KiK-net 一関東観測点に関する検討(1)

花巻南観測点

住田観測点東成瀬観測点

雄勝観測点

鳴子観測点

一関西観測点

金ヶ崎観測点

一関東観測点

 KiK-net観測点のうち、加藤ほか（2004）の応答スペクトルを上回る観測記録（IWTH26（一関東））について、基盤地震動を
評価することを目的とした観測記録のはぎとり解析を実施する。

IWTH26（一関東）

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p156 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

KiK-net 一関東観測点に関する検討(2)

地盤同定結果(水平)

地盤同定結果(鉛直)

伝達関数の比較(水平)

伝達関数の比較(鉛直)

 IWTH26（一関東）の観測記録について、 KiK-netボーリングデータを初期値として、観測記録の伝達関数を再現できる
ように地盤同定を実施。

 得られた地盤モデルは、鉛直方向において観測記録の伝達関数を再現できていない。なお、水平方向は、本震記録に
よる伝達関数に一定の整合がみられる。

電力共通研究｢東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震動評価手法の高度化に関する研究｣

p

黒：観測記録 

赤：最適化結果 

青：PS検層 

黒：観測記録 

赤：最適化結果 

青：PS検層 

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p157 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

KiK-net 一関東観測点に関する検討(3)

◆ IWTH26（一関東） 本震を用いた地盤同定に関する検討（再現性の確認）（水平方向）

 観測記録を用いた地盤同定により得られた地盤モデル（水平）を用いて、応答スペクトルの再現性を確認した結果、
NS方向およびEW方向については地表記録が概ね再現できている。

応答スペクトルの比較(水平)

地盤同定結果(水平)

伝達関数の比較(水平)

電力共通研究｢東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震動評価手法の高度化に関する研究｣

黒：観測記録 

赤：最適化結果 

青：PS検層 

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p158 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

KiK-net 一関東観測点に関する検討(4)

◆IWTH26（一関東） 本震を用いた地盤同定に関する検討（再現性の確認）（鉛直方向）

 観測記録を用いた地盤同定により得られた地盤モデル（鉛直）を用いて、応答スペクトルの再現性を確認した結果、地表
記録の周期0.1～0.2sにみられるピークが再現できていない。

応答スペクトルの比較(鉛直)

ピークが再現

できていない

地盤同定結果(鉛直)

伝達関数の比較(鉛直)

p

電力共通研究｢東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震動評価手法の高度化に関する研究｣

黒：観測記録 

赤：最適化結果 

青：PS検層 

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p159 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

KiK-net 一関東観測点に関する検討(5)

◆IWTH26（一関東） 本震を用いた地盤同定に関する検討（鉛直動の探索範囲等の変更）

地盤同定結果(鉛直)

伝達関数の比較(鉛直)

p

黒：観測記録 

赤：最適化結果 

青：PS検層 

Ｎｏ．３～５層を同倍率で変動

↓

Ｎｏ．２～５層を同倍率で変動

 観測記録を用いた地盤同定（鉛直）について、伝達関数の周波数約7Hz付近の再現性を向上させるため、Vpの探索範囲
を変更し、再度同定を実施。

 従来の同定結果と比べて、2Hz～4Hz付近の再現性は低下しており、観測記録の伝達関数を再現できていない。

 また、得られた地盤モデルの2～5層のVpは、PS検層結果と比べて大きく評価されている。

第286回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 資料2

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p160 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

KiK-net 一関東観測点に関する検討(6)
◆IWTH26（一関東） （鉛直動のPS検層結果を用いた検討）

 これまでの検討より、鉛直方向の観測記録の伝達関数を再現できていないことから、地盤同定により得られた地盤モデル
の物性値の妥当性が確認できない状況である。

現時点で把握可能な地盤物性値は、PS検層結果のみであることから、PS検層結果を反映した地盤同定を実施する。

得られた地盤モデルは、伝達関数および地表記録の応答スペクトルの周期0.1～0.2sにみられるピークが再現できていな
い。また、従来の同定結果と比べて伝達関数および地表記録の再現性は、同様の傾向であるが、応答スペクトルのごく
短周期では若干向上している。

地盤同定結果(鉛直)

伝達関数の比較(鉛直)

黒：観測記録 

赤：最適化結果 

青：PS検層 

Ｎｏ．２～５層をＰＳ検層値で固定

第286回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 資料2

応答スペクトルの比較(鉛直)

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p161 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

KiK-net 一関東観測点に関する検討(7)

加藤ほか(2004)(Vs=0.7km/s)

加藤ほか(2004)(Vs=2.2km/s)

加藤ほか(2004)(Vs=0.7km/s)

加藤ほか(2004)(Vs=2.2km/s)

 IWTH26（一関東）観測点については、鉛直方向において観測記録の伝達関数を再現できていないことから、信頼性の高
い基盤地震動の評価は困難である。

 しかしながら、水平方向は、本震記録による伝達関数に一定の整合がみられ、地表記録を概ね再現できていることから、こ
れまでの検討で得られた地盤モデルを用いて、水平方向のはぎとり解析を実施する。

 IWTH26（一関東）について、地盤同定により得られた地盤モデルを用いて水平方向のはぎとり解析を実施した結果、一部
の周期帯で加藤ほか（2004）を上回る結果となった。

電力共通研究｢東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震動評価手法の高度化に関する研究｣

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p162 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

KiK-net 一関東観測点に関する検討(8) まとめ

【本震記録を用いた検討】

 IWTH26（一関東）観測点について、本震記録を用いて観測記録のはぎとり解析のための地盤同定を実施した結果、得ら
れた地盤モデルは、鉛直方向において観測記録の伝達関数を再現できていない。

 しかしながら、水平方向は、本震記録による伝達関数に一定の整合がみられ、地表記録を概ね再現できていることから、こ
れまでの検討で得られた地盤モデルを用いて、水平方向のはぎとり解析を実施した結果、一部の周期帯で加藤ほか
（2004）を上回る結果となった。

 IWTH26（一関東）観測点については、鉛直方向において観測記録の伝達関数を再現できていないことから、現時点で信
頼性の高い基盤地震動の評価は困難である。

 しかしながら、水平方向は、本震記録による伝達関数に一定の整合がみられ、地表記録を概ね再現できており、はぎとり解
析を実施した結果、一部の周期帯で加藤ほか（2004）を上回る結果となった。

【詳細検討】

◆本震記録を用いた検討

•本震記録を用いた地盤同定により得られた地盤モデルを用いて、応答スペクトルの再現性を確認した結果、水平方向に
ついては、地表記録が概ね再現できており、鉛直方向については、地表記録を再現できていない。

•探索範囲を変更し地盤同定を実施した結果、得られた地盤モデルは、鉛直動の観測記録の伝達関数を再現できていな
い。また、得られた地盤モデルのVpは、PS検層結果と比べて大きい。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p163 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

栗駒ダムに関する検討(1)

地層 小野松沢層（安山岩）

時代 後期中新世

岩相 安山岩溶岩および火山角礫岩

硬軟区分 軟岩～中硬岩

栗駒ダム基盤地質の特徴（東北建設協会（2006））

栗駒ダム周辺地質図（東北建設協会（2006）に加筆）

東北地方デジタル地質図凡例（東北建設協会（2006）に加筆）

Ｍａ：１００万年前 年代尺度はＧｒａｄｓｔｅｉｎ ｅｔ ａｌ．（2004）による

 東北建設協会（2006）によると、栗駒ダムの地震観測点の基盤地質について、地層は小野松沢層（安山岩）、岩相は安山
岩溶岩および火山角礫岩、硬軟区分は軟岩～中硬岩とされている。

◆栗駒ダムの地盤構造

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p164 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

栗駒ダムに関する検討(2)

栗駒ダム建設時の試錐記録および増川ほか（2014）によると、栗駒ダム地域の基礎岩盤は安山岩とされている。

防災科学技術研究所の地震ハザードステーション（J-SHIS）による栗駒ダム地点の速度構造は、第1層のVsは600m/sと
されている。

◆栗駒ダム地点の速度構造

J-SHISによる地盤の速度構造

J-SHISによる地盤の速度構造位置 地震ハザードステーション（J-SHIS）より抜粋

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p165 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

栗駒ダムに関する検討(3)

栗駒ダム（右岸地山）の基盤までの地盤構造を検討するため、栗駒ダム（右岸地山）観測点と同等の地盤が露頭していると
考えられる地点での常時微動のアレイ観測を実施している。

常時微動観測記録のH/Vスペクトルによると、地盤の卓越振動数は20Hz程度となっており、表層が非常に薄い可能性が
示唆される。

◆栗駒ダム（右岸地山）の微動アレイ観測による地盤構造の検討

第286回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 資料2より抜粋

微動Ｈ／Ｖスペクトル

右岸地山（地震計）

微動測定
地点

微動アレイ観測位置

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p166 再掲



無断複製・転載禁止 リサイクル燃料貯蔵株式会社 168

3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

栗駒ダムに関する検討(4)
◆栗駒ダム（右岸地山）の微動アレイ観測による地盤構造の検討結果

2層モデルによる位相速度

 微動アレイ観測による平均的な位相速度を用いて地盤モデルについて検討する。

 検討においては、微動H/Vスペクトルによる表層地盤の卓越振動数（20Hz程度）を考慮した地盤モデル（2層モデル）に
より検討する。

• 表層（1層目）：1／4波長則から卓越振動数が20HzとなるVsとH（層厚）の組み合わせのうち、位相速度の説明性のよい
Vs＝120m/s，H＝1.5mおよびVs＝140m/s，H＝1.75mを仮定

• 基盤（2層目）：Vs=700m/sおよび1500m/sを仮定

 微動アレイ観測により得られた位相速度から、表層地盤が非常に薄く、基盤となる2層目のS波速度が700m/s程度より
大きいと推定される。

第286回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 資料2より抜粋

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p167 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

栗駒ダムに関する検討(5)

地盤同定に用いる地震の震源分布
（赤：内陸地殻内地震、青：海溝型地震）

H/Vスペクトル

 基盤までの地盤構造については、微動アレイ観測により、表層地盤が非常に薄く、基盤となる2層目のS波速度が700m/s

程度より大きいと推定される。ここでは、さらに深部の地盤構造確認のため、栗駒ダム（右岸地山）のH/Vスペクトルに
基づき、拡散波動場理論（Kawase et al.（2011））を用いて地盤モデルを同定する。

αH：基盤でのVp

βH：基盤でのVs

TF1(0、ω）：基盤に対する地表の水平動の伝達関数

TF3(0、ω）：基盤に対する地表の鉛直動の伝達関数

地盤同定方法

 観測H/Vと理論H/V（Kawase et al.（2011））が適
合するように地盤モデルを探索

 山中（2007）のGAとSAのハイブリッドヒューリ
スティック法により地盤モデルを同定

 J-SHISの地盤モデルを参考に探索範囲を設定
（深部についてはJ-SHISモデルで固定）

◆栗駒ダム（右岸地山）の拡散波動場理論を用いた地盤構造の検討

第286回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 資料2より抜粋

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p168 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

栗駒ダムに関する検討(6)

◆栗駒ダム（右岸地山）の拡散波動場理論を用いた地盤構造の検討結果

同定された地盤モデルとJ-SHISによるモデルの比較 H/Vスペクトルの比較

同定された地盤モデル

同定された地盤モデルは、基盤以深では、地表から深くなるとともにVs・Vpが大きくなっており、特異な傾向はみられない。 なお、地盤

モデルの浅部については、微動アレイ観測により推定される地盤モデルと概ね整合しているが、今後も栗駒ダム地震観測点の地盤モ
デルについての更なる信頼性向上に努めていく。

 栗駒ダム（右岸地山）の地盤については、地質および速度構造から相応の硬さの地盤であると考えられる。

 栗駒ダム（右岸地山）観測点は、硬質な岩盤の地表面に設置されていることから、解放基盤表面に相当する観測点であると考えられる。

Upper

Depth

（m）

Vs

（m/s）
Vp

（m/s）
Density

（t/m3）

0 282 1030 1.9

4 767 1549 2.15

20 1489 2663 2.25

401 1810 4210 2.35

913 3100 5500 2.6

1999 3300 5700 2.7

6999 3400 6000 2.75

◆栗駒ダム（右岸地山）の地盤構造に関する検討結果

第286回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 資料2より抜粋

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p169 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

栗駒ダムに関する検討(7)

※：一関西については、先の検討よりサイト特性の影響がありうる事から、
本検討からは除外

※：Vs、Vpは、各地点の地中観測点深度におけるPS検層結果を用いる

岩手・宮城内陸地震の観測記録について、電力共通研究ではぎとり解析を行った結果を照合し、本地震が耐専スペクトル※で評価
可能か確認を行う。

(m) (m/s) (m/s) NS EW UD (km) H V

1 AKTH04 東成瀬 100 1500 3000 1318 2449 1094 24.0 △ ×

2 AKTH06 雄勝 100 1100 2560 180 186 140 32.7 ○ ○

3 IWTH04 住田 106 2300 4000 126 159 115 48.0 ○ ○

4 IWTH20 花巻南 156 430 1720 249 240 136 34.7 ○ ○

5 IWTH24 金ヶ崎 150 540 1930 503 435 342 17.3 ○ ○

6 IWTH25 一関西 260 1810 3180 1143 1433 3866 11.1 △ △

7 IWTH26 一関東 108 680 1830 888 1056 927 17.0 ○ ×

8 MYGH02 鳴子 203 2205 5370 254 230 233 23.1 △ ○

はぎ

とり観　測　点
Xeq地表PGA(Gal)VpbVsbdep.記録

No.

ーー

 栗駒ダム（右岸地山）の観測記録について、特異性の有無を確認するため、栗駒ダム（右岸地山）の観測記録が耐専スペクトルで再
現できるか確認する。

※等価震源距離の算定のための震源モデルとしては、JNES（2014）シナリオ3を用いる。

◆栗駒ダム（右岸地山）の観測記録の分析

◆栗駒ダム（右岸地山） 本震の耐専スペクトル適用性に関する検討

第286回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 資料2より抜粋

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p170 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

栗駒ダムに関する検討(8)

第286回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 資料2より抜粋

AKTH04

AKTH06

IWTH04

IWTH20

IWTH24

IWTH26

MYGH02

◆栗駒ダム（右岸地山） 本震の耐専スペクトル適用性に関する検討

水平方向

鉛直方向

岩手・宮城内陸地震については、ばらつきはある
ものの、耐専スペクトルで概ね評価可能。

灰色：観測記録

黒：観測記録の平均（実線＝平均値，点線＝平均値±１σ）

灰色：観測記録

黒：観測記録の平均（実線＝平均値，点線＝平均値±１σ）

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p171 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

栗駒ダムに関する検討(9)

◆栗駒ダム（右岸地山） 耐専スペクトルを用いた検討

栗駒ダム（右岸地山）については、耐専スペクトルで岩手・宮城
内陸地震観測記録を短周期側において概ね再現可能。

… 右岸地山（観測記録-上下流方向）
－ 右岸地山（観測記録-ダム軸方向）
… 耐専スペクトル（Vs=0.7km/s）
－ 耐専スペクトル（Vs=2.2km/s）

水平方向

鉛直方向

耐専スペクトル
との残差水平方向

耐専スペクトルを用いて、栗駒ダム（右岸地山）で得られた岩手・宮城内陸地震観測記録の再現について検討した。
等価震源距離算定のための震源モデルは、JNES（2014）シナリオ3を用いた（Xeq=14.6km）。

鉛直方向

－ 右岸地山（観測記録-鉛直方向）
… 耐専スペクトル（Vp=2.0km/s）
－ 耐専スペクトル（Vp=4.2km/s）

点線：観測記録/耐専スペクトル（Vs=0.7km/s）

実線：観測記録/耐専スペクトル（Vs=2.2km/s）

点線：観測記録/耐専スペクトル（Vp=2.0km/s）

実線：観測記録/耐専スペクトル（Vp=4.2km/s）

第286回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 資料2より抜粋

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p172 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

栗駒ダムに関する検討(10)

Ｈ／Ｖスペクトル

 栗駒ダム観測点における岩手・宮城内陸地震の余震記録を用いてH/Vスペクトルを算定した。なお、水平方向は上下流（Stream）
方向の観測記録を用いた。

⇒余震記録のH/Vスペクトルの平均によると、監査廊の約10Hzにおいて谷となっているのに対し、右岸地山・天端左岸・天端
右岸では同様の傾向はみられない。

 栗駒ダム観測点における岩手・宮城内陸地震の余震記録を用いて、上下流（Stream）方向の観測記録の監査廊に対する各観測
点の伝達関数を算定した。

⇒天端左岸・天端右岸における伝達関数の平均では、約10Hzにピークがみられることから、ダム堤体の固有周期の影響によ
り監査廊のH/Vスペクトルの約10Hzが谷となっているものと考えられる。

 

○4.0≦Mj＜4.5   ○4.5≦Mj＜5.0   ○5.0≦Mj 

※計 29 地震 

栗駒ダム 

黒：監査廊 

水：右岸地山 

赤：天端左岸 

青：天端右岸 

検討地震の震央分布

◆栗駒ダム（監査廊）の観測記録の分析

第286回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 資料2より抜粋

黒：監査廊の Stream/Vスペクトル比 

水：右岸地山／監査廊の伝達関数（Stream 方向） 

赤：天端左岸／監査廊の伝達関数（Stream 方向） 

青：天端右岸／監査廊の伝達関数（Stream 方向） 

黒：監査廊のＨ／Ⅴスペクトル（Ｓｔｒｅａｍ方向）
（比較のため参考として記載）

伝達関数

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p173 再掲



無断複製・転載禁止 リサイクル燃料貯蔵株式会社 175

3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

栗駒ダムに関する検討(11)

◆栗駒ダム（監査廊）の観測記録の分析

監査廊のH/Vスペクトル

栗駒ダム（監査廊）について、岩手・宮城内陸地震本震記録と余震記録のH/Vスペクトルを比較した。なお、水平方向は
上下流（Stream）方向の観測記録を用いた。

本震記録のH/Vスペクトルにおいて約10Hzで谷となっており、余震記録の傾向と整合していることから、監査廊の本震記録
には、ダム堤体の影響が含まれていると考えられる。

 

灰色：余震 29 記録  黒：余震 29 記録の平均（実線＝平均値，点線＝平均値±１σ ） 

赤：2008 年岩手宮城本震 

第286回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 資料2より抜粋

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p174 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

栗駒ダムに関する検討(12)

◆栗駒ダム（監査廊） ダム堤体の固有周期の検討

 松本ほか（2005）では、重力式ダムの地震観測記録による基礎
と天端の伝達関数を用いて、堤体の固有周期（T）と堤体高さ
（H）について、T=0.18×H／100±0.05の関係式を求めている。

⇒栗駒ダム（堤体高さ約57m）の固有周期：0.103s（0.053～
0.153s） ［約10Hz（約7～19Hz）］

 ダム技術センター（2005）では、標準的な重力式ダムの堤体の
固有周期と堤体高さについて、T≒0.22×H／100の関係式を

求めており、地震観測記録の基礎と天端の伝達関数による固
有周期の傾向と一致するとしている。

⇒栗駒ダム（堤体高さ約57m）の固有周期：0.125s ［約8Hz］

重力式ダムの固有周期と堤体高さの関係

（ダム技術センター（2005）に加筆）

 宮城県では、栗駒ダム堤体の固有周期を把握するため、天端
中央および監査廊底部で常時微動観測を行っている。

 栗駒ダムにおける常時微動の監査廊底部に対する天端中央
の伝達関数（上下流方向）の卓越周波数から評価される固有
周波数（固有周期）は、9.021Hz（0.111s）となっている。

 重力式ダムの固有周期と堤体高さの関係および栗駒ダムにおける常時微動観測記録による栗駒ダム堤体の固有周期は、
0.103s～0.125s（約8～10Hz）となっている。

 栗駒ダム（監査廊）の地震観測記録においてダム堤体の影響と考えられる傾向を示す周期（約10Hz）とダム堤体の固有周期が
概ね対応していることから、監査廊の本震記録には、ダム堤体の影響が含まれていると考えられる。

重力式ダムの固有周期と堤体高さの関係
（松本ほか（2005）に加筆）

栗駒ダムでの常時微動の伝達関数

（天端中央／監査廊底部、上下流方向）

宮城県より受領

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p175 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震（4）地震観測記録の収集

栗駒ダムに関する検討(13)

 栗駒ダム（右岸地山）の観測記録は、基盤地震動として評価可能と考えられ、監査廊の観測記録には、ダム堤体の影響
が含まれていると考えられることから、栗駒ダムの観測記録は、右岸地山を採用する。

 栗駒ダム（右岸地山）の地盤については、地質および速度構造から相応の硬さの地盤であると考えられる。

 栗駒ダム（右岸地山）観測点は、硬質な岩盤の地表面に設置されていることから、解放基盤表面に相当する観測点であ
ると考えられる。

 栗駒ダム（右岸地山）については、耐専スペクトルで短周期側において評価可能であり、特異な増幅傾向を示していない
地域であると考えられる。

 栗駒ダム（監査廊）の観測記録には、ダム堤体の影響が含まれていると考えられる。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p176 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震

震源を特定せず策定する地震動への反映 検討方針

 これまでの検討結果を踏まえ、IWTH24（金ヶ崎）、IWTH26（一関東）［水平］および栗駒ダム（右岸地山）の基盤地震動を
震源を特定せず策定する地震動に反映する。

 また、以下の検討を行い、震源を特定せず策定する地震動を設定する。

• IWTH24（金ヶ崎）は、信頼性の高い基盤地震動が評価できており、栗駒ダム（右岸地山）は、観測記録を基盤地震動とし
て採用している。IWTH26（一関東）は、鉛直方向において観測記録の伝達関数を再現できていないことを踏まえ、
IWTH26（一関東）におけるはぎとり解析のばらつきを評価する。

•反映する観測点は、震源域近傍に位置しているが、震源域北側・東側の観測点となっている。震源域南側・西側の観測点
は、加藤ほか（2004）の応答スペクトルを上回る観測記録について検討した結果、現時点では信頼性の高い基盤地震動と
して評価できる記録がないことから、震源を特定せず策定する地震動として選定していない。なお、参考として、震源域北
側・東側と南側・西側の地震動を比較する。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p177 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震

IWTH26（一関東）はぎとり解析のばらつき評価(1)

 IWTH26（一関東）［水平］のはぎとり解析に用いる地盤モデルについては、観測記録の伝達関数を再現できるように
10ケースの地盤同定を実施し、誤差が最小となるケースとしている。

 最適化結果以外の地盤同定ケースの結果をばらつきとみなし、これを用いてはぎとり解析を実施する。

 はぎとり解析にあたり、以下のとおり地盤物性を設定する。

• Vsは、同定結果にばらつきがみられないことを踏まえ、最適化結果の地盤モデルのVsにて固定する。

• 減衰定数については、最適化結果以外の値をばらつきとみなし用いる。

地盤同定結果(水平)

伝達関数の比較(水平)

はぎとり解析に用いる地盤モデル

地盤同定結果

減衰定数（水平）Ｖｓ

…PS検層 －最適化結果

第286回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 資料2より抜粋

黒：観測記録 

赤：最適化結果 

青：PS検層 

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p178 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震

IWTH26（一関東）はぎとり解析のばらつき評価(2)

 IWTH26（一関東）［水平］の地盤同定結果を用いたはぎとり解析結果によるばらつきは、最適化ケースによる地震動の最
大加速度とはぎとり地震動の最大加速度の平均+1σとの比は、NS方向で1.03である。

はぎとり解析結果

NS方向 EW方向

最適化ケースによる
地震動

511Gal 476Gal

平均 519Gal 470Gal

平均+1σ 528Gal 477Gal

最適化ケースによる
地震動に対する
平均+1σの比

1.03 1.00

応答スペクトル（EW方向）応答スペクトル（NS方向）

最大加速度

第286回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 資料2より抜粋・加筆

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p179 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.1Mw6.5以上の2地震

震源域北側・東側と南側・西側の地震動比較

 2008年岩手・宮城内陸地震のKiK-net観測点の地中記録を用いて、震源域北側・東側と南側・西側の地震動を比較すると、
一部の観測点で最大加速度が大きいものの、全体的な傾向として、最大加速度の分布に有意な差異はみられない。

最大加速度分布観測点位置

○：断層面の北側および東側

○：断層面の南側および西側

検討記録：KiK-net観測点の地中記録2倍

断層最短距離(km)
P

G
A

(G
al

)

第286回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 資料2より抜粋

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p180 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

地震の概要

気象庁震度データベースによる震度分布

2004年北海道留萌支庁南部地震および
周辺で発生した主な地震

2004年12月14日M6.1 1995年5月2日M5.9

地震調査委員会

1．地震発生日時（気象庁他）
・発生日時：平成16年12月14日 14時56分頃
・地震規模：Mj6.1（Mw5.7）
・震源深さ：約9km

・震源位置：北緯44.077°、東経141.7°

2．各地の震度および被害状況
各地の震度（気象庁）は以下のとおり。
・震度5強：苫前町
・震度5弱：羽幌町
・震度4 ：初山別村、剣淵町、秩父別町
・地震による津波の発生はなし
被害状況（消防庁）は以下のとおり。
・住宅全壊・半壊： 0棟
・住宅一部損壊 ：165棟
（内訳；小平町 121棟、苫前町 17棟、羽幌町 27棟）

・負傷者8名（家具の下敷き、転倒による打撲等）
・コンビナート関係等異常なし

3．地震発生メカニズム(気象庁）
・発震機構解より、東南東－西北西方向に圧力軸を持つ逆断層型
の地震。
・本震位置より60km南方で1995年に発生したM5.9の地震の発震機

構解は東西圧縮の逆断層型であり、この地域の東西圧縮の応力
場と調和的である。
・北海道内陸西部では、やや規模の大きな地震は、歪み集中帯で発
生するようである。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p181 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

観測記録(1)

 断層最短距離30ｋm以内の観測記録は5記録であった。このうち震源近傍に位置するHKD020観測点において、最大加速度1127.2Gal

が観測されており、司・翠川（1999）の距離減衰式の+1σを上回る。

観測点 震源距離
(km)

AVS30
(m/s)

最大加速度(Gal)

水平(NS) 水平(EW) 鉛直(UD)

K-NET 
地表

HKD020 港町 12.1 562.7 535.7 1127.2 368.4

HKD024 達布 15.6 337.2 184.9 274.0 73.5

HKD021 留萌 18.1 302.0 57.5 44.6 20.0

KiK-net
地表

(地中)

RMIH05 小平西 12.5 218.1
340.4
(57.8)

236.1
(36.8)

66.2
(27.4)

RMIH04 小平東 22.8 543.3 
83.0

(23.8)
81.8

(32.7)
36.5

(25.9)

距離減衰式との関係

HKD020

HKD024

HKD021

RMIH04（地表）
RMIH05(地中)

RMIH04(地中)

○：KiK-net（地表）
●：KiK-net（地中×2）
△：K-NET（AVS30＜500m/s）
▲：K-NET（AVS30≧500m/s）

司・翠川式
司・翠川式（±1σ）

RMIH05（地表）

K-NETおよびKiK-netの最大加速度

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p182 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

観測記録(2)

 K-NET観測点の観測記録のうち、HKD020観測点では、加藤ほか（2004）の応答スペクトルを大きく上回る。また、HKD024観測点の
観測記録は、HKD020観測点のEW成分に包絡される。

K-NET各観測点による応答スペクトルと加藤ほか（2004）による応答スペクトルの比較

水平方向 鉛直方向

0.5秒と1.5秒に
特徴的なピーク

加藤ほか(2004)(Vs=0.7km/s)

加藤ほか(2004)(Vs=2.2km/s)

加藤ほか(2004)(Vp=2.0km/s)

加藤ほか(2004)(Vp=4.2km/s)

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p183 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

観測記録(3)

 KiK-net観測点の地表観測記録は、すべて加藤ほか（2004）の応答スペクトルに包絡される。

KiK-net各観測点による応答スペクトル（地表）と加藤ほか（2004）による応答スペクトルの比較

水平方向 鉛直方向

(地震基盤) (地震基盤)

加藤ほか(2004)(Vs=0.7km/s)

加藤ほか(2004)(Vs=2.2km/s)

加藤ほか(2004)(Vp=2.0km/s)

加藤ほか(2004)(Vp=4.2km/s)

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p184 再掲



無断複製・転載禁止 リサイクル燃料貯蔵株式会社 186

3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

観測記録(4)

 KiK-net観測点の地中観測記録（地中×2）は、すべて加藤ほか（2004）の応答スペクトルに包絡される。

KiK-net各観測点による応答スペクトル（地中×2）と加藤ほか（2004）による応答スペクトルの比較

水平方向 鉛直方向

(地震基盤) (地震基盤)

加藤ほか(2004)(Vs=0.7km/s)

加藤ほか(2004)(Vs=2.2km/s)

加藤ほか(2004)(Vp=2.0km/s)

加藤ほか(2004)(Vp=4.2km/s)

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p185 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

佐藤ほか（2013）によるHKD020観測点の物理探査(1)

 佐藤ほか（2013）では、HKD020観測点の地質構造および速度構造の把握を目的として、地震計設置地点の北西約5mの同一標高位
置にて、300mまでの深さ（GL-300m）のボーリング掘削をオールコア採取で実施した。

 13m付近の深さまでの岩盤は亀裂が多く、岩盤が脆いことを示唆している。また、それ以深の岩盤層については、泥岩・砂岩の互層が
主体で、そのうち30m付近、さらに、41m以深に礫岩層が存在する構成となっていることが分かる。

HKD020におけるボーリングコア写真
（左：深さ0m～24m、右：深さ24m～48m）

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p186 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

佐藤ほか（2013）によるHKD020観測点の物理探査(2)

ボーリング孔を用いて、150mまでについてはダウンホール法とサスペンション法、300mまでについてはサスペンション法に
よるPS検層を実施した。

深さ50m付近までにおいては、笹谷ほか（2008）による微動アレイ探査に基づく構造は、今回の調査によるS波速度構造と
十分に対応しない。しかしながら、58m以深の泥岩・砂岩互層が続く部分のVsについては、サスペンション法による大局的
な速度とほぼ対応している。

 PS検層によるS波速度構造から、Vsが700m/s以上となる明瞭な速度境界としての基盤層を、Vsが938m/sとなる41mの深さ
に設定した。Vpの観点から見ても、基盤層は41mの深さに設定することが妥当。

狐崎ほか（1990）による既往の経験式からVsが700m/s以上では、Vpが2000m/sを超える。

HKD020（港町）におけるPS検層結果と
既往の研究によるS波速度構造モデル

HKD020のPS検層結果による
Vp－Vs関係と既往の経験式の比較

深さ41mを
基盤層と設定

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p187 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

佐藤ほか（2013）によるHKD020観測点の物理探査(3)

 ダウンホール法によるPS検層結果のVsが500m/s以下の深さ6mまでのS波速度を、笹谷ほか（2008）による位相速度を説明できるよう
に若干修正し、HKD020観測点の地盤モデルを作成した。

 HKD020観測点の地盤モデルによるSH波の理論増幅特性の卓越周期は、微動H/Vスペクトルの卓越周期と周期0.02秒程度のごく短
周期までよく対応。K-NET地盤情報によるSH波の理論増幅特性は、微動H/Vスペクトルの卓越を説明できない。

 以上から、本研究によるHKD020観測点の地盤モデルは、より妥当なモデルであると結論付けられている。

HKD020におけるレイリー波位相速度の比較

HKD020における地盤速度構造（S波速度構造）の比較

HKD020における地震動評価モデル

HKD020における微動H/Vスペクトルと
地盤モデルに基づくSH波の理論増幅特性の比較

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p188 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

佐藤ほか（2013）によるHKD020観測点の基盤地震動評価(1)

本研究では、深さ6mまでの土質地盤の6点において、GPサンプリングにより試料採取し、0.2Hzの正弦波による繰り返し
三軸試験によって地盤の剛性Gおよび減衰hのひずみγ依存性を取得。

ひずみレベルが10-4オーダーでG/G0が0.6程度、すなわち初期の剛性から約6割程度低下。
既往の経験的なG/G0のひずみ依存性に関する既往の経験式との対応が良い。
室内試験を実施した砂、礫混じり砂、礫、風化砂岩に対応する深さ6m程度までの地盤は、強震時に非線形性を生じ
やすい特性を有している。

HKD020における表層地盤のG/G0の
ひずみ依存性と既往の経験式の比較

HKD020における表層地盤の減衰定数hの
ひずみ依存性と既往の経験式の比較

2004年留萌地震時の地盤の最大せん断ひずみ
の深さ分布の試算結果（線形解析）

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p189 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

佐藤ほか（2013）によるHKD020観測点の基盤地震動評価(2)

表層6mまでの層については、室内試験結果を用いてHardin-Drnevichモデルにより非線形特性 （G/G0～γ、 h～γ）を
設定する。

等価線形解析において設定した地盤の非線形特性

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p190 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

佐藤ほか（2013）によるHKD020観測点の基盤地震動評価(3)

等価線形解析により、地表観測記録（EW成分）から深さ41mでの基盤地震動を評価した。
はぎとり結果は、最大加速度が585Galとなっており、地表観測記録の約1/2となった。

推計された基盤地震動と地表観測記録の比較

速度に変換した基盤地震動と地表観測記録の比較

擬似速度応答スペクトルの比較

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p191 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

佐藤ほか（2013）によるHKD020観測点の基盤地震動評価(4)

鉛直方向については、体積弾性率一定を仮定した1次元波動論による線形解析により、地表観測記録からGL-41m

の基盤地震動を評価している。

鉛直方向のはぎとり結果の最大加速度は296cm/s2となっている。

鉛直成分の基盤地震動の推計結果

2004年留萌地震時のP波速度と減衰定数

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p192 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

基盤地震動評価 検討方針

 佐藤ほか（2013）では、K-NET HKD020（港町）観測点について、GL-6mまでの室内試験結果を考慮し
た非線形解析を行い、GL-41mの基盤面における基盤地震動を評価している（GL-6m以深は線形解析
を仮定、減衰定数は1%に設定）。

 上記の基盤地震動の評価結果について検証するため、以下の検討を実施する。

①佐藤ほか（2013）の報告時点以降に得られた、GL-6mからGL-41mまでの室内試験結果を用い、
GL-41mまで非線形性を考慮した基盤地震動（水平方向）を評価。

②不確かさを考慮した基盤地震動の評価として、GL-6mまで非線形、GL-6m以深は減衰定数3％として
基盤地震動（水平方向）を評価。

③佐藤ほか（2013）の報告時点以降に得られた、PS検層の再測定結果から、地盤モデルを変更して
基盤地震動（鉛直方向）を評価（解析方法は佐藤ほか（2013）と同様）。

④HKD020（港町）観測点における地下水位の状況を踏まえ、GL-6mまではポアソン比一定、GL-6m以
深は体積弾性率一定として基盤地震動（鉛直方向）を評価。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p193 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

①GL-41mまで非線形性を考慮した基盤地震動評価(1)

 GL-6mからGL-41mまでの5箇所において追加の室内試験が実施された。

第302回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 資料2-1より抜粋

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p194 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

①GL-41mまで非線形性を考慮した基盤地震動評価(2)

第302回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 資料2-1より抜粋

追加の室内試験により非線形特性が設定されている。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p195 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

①GL-41mまで非線形性を考慮した基盤地震動評価(3)

第302回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 資料2-1より抜粋

 GL-6mからGL-41mについて、地盤の非線形特性と減衰定数を変動させて等価線形解析により基盤地震動が評価されている。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p196 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

①GL-41mまで非線形性を考慮した基盤地震動評価(4)

第302回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 資料2-1より抜粋

地表観測記録を入力として、GL-41mまで非線形性を考慮した等価線形解析から、GL-41m(Vs=938m/s)における
基盤地震動が評価されている。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p197 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

①GL-41mまで非線形性を考慮した基盤地震動評価(5)

第302回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 資料2-1より抜粋

 GL-41mまで非線形性を考慮した基盤地震動の最大加速度は、561Galとなっており、佐藤ほか（2013）による
基盤地震動（585Gal）と比較してやや小さく評価された。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p198 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

①GL-41mまで非線形性を考慮した基盤地震動評価(6)

第302回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 資料2-1より抜粋

 GL-41mまで非線形性を考慮した基盤地震動の応答スペクトルは、佐藤ほか（2013）による応答スペクトルとほぼ同程度と
なっている。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p199 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

①GL-41mまで非線形性を考慮した基盤地震動評価(7)

第302回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 資料2-1より抜粋

収束物性値の深さ分布によると、GL-6m以深における減衰定数の収束物性値は、概ね5％程度となっている。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p200 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

①GL-41mまで非線形性を考慮した基盤地震動評価(8)

第302回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 資料2-1より抜粋

 GL-41mまで非線形性を考慮した基盤地震動評価に用いた収束物性値による伝達関数は、佐藤ほか（2013）の物性値によ
る伝達関数と比較して、深部の減衰定数が1％から5％程度になったことにより、10Hzより高振動数側で小さくなっている。

本震時のH/Vスペクトルと伝達関数の比較では、今回の伝達関数は高振動数での落ち込みが大きく、佐藤ほか（2013）の
伝達関数の方が本震時のH/Vスペクトルの特徴をよく再現している。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p201 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

①GL-41mまで非線形性を考慮した基盤地震動評価(9) まとめ

北海道留萌支庁南部地震におけるHKD020観測点の観測記録について、追加の室内試験結果を用いてGL-41mまで
非線形性を考慮した基盤地震動が評価された。

基盤地震動の最大加速度は、561Galとなっており、佐藤ほか（2013）による基盤地震動（585Gal）と比較してやや小さく
評価された。また、基盤地震動の応答スペクトルは、佐藤ほか（2013）による応答スペクトルとほぼ同程度となっている。

 GL-41mまで非線形性を考慮した基盤地震動評価に用いた収束物性値による伝達関数は、佐藤ほか（2013）の物性値
による伝達関数と比較して、高振動数側で小さくなっており、本震時のH/Vスペクトルと伝達関数の比較では、佐藤ほか
（2013）の伝達関数の方が本震時のH/Vスペクトルの特徴をよく再現しているものと考えられる。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p202 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

②減衰定数の不確かさを考慮した基盤地震動評価(1)

佐藤ほか（2013）の地盤モデルを基に、GL-6mまで非線形、GL-6m以深を減衰定数3％として基盤地震動を評価し、
佐藤ほか（2013）における評価結果と比較している。

第302回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 資料2-1より抜粋

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p203 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

②減衰定数の不確かさを考慮した基盤地震動評価(2)

第302回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 資料2-1より抜粋

佐藤ほか（2013）の地盤モデルをもとに、GL-6m以深を減衰定数3％として基盤地震動を評価した結果、最大加速度は
609Galとなり、佐藤ほか（2013）による基盤地震動（585Gal）と比較してやや大きく評価された。また、応答スペクトルは、
佐藤ほか（2013）による応答スペクトルとほぼ同程度となっている。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p204 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

②減衰定数の不確かさを考慮した基盤地震動評価(3)

第302回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 資料2-1より抜粋

収束物性値による伝達関数は、佐藤ほか（2013）の物性値による伝達関数と同様に、本震時のH/Vスペクトルの特徴を
よく再現していると考えられる。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p205 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

②減衰定数の不確かさを考慮した基盤地震動評価(4)まとめ

北海道留萌支庁南部地震におけるHKD020観測点の観測記録について、佐藤ほか（2013）の地盤モデルを
もとに、GL-6mまで非線形、GL-6m以深を減衰定数3％として基盤地震動が評価された。

GL-6m以深を減衰定数3％として基盤地震動を評価した結果、最大加速度は609Galとなり、佐藤ほか
（2013）による基盤地震動（585Gal）と比較してやや大きく評価された。また、応答スペクトルは、佐藤ほか
（2013）による応答スペクトルとほぼ同程度となっている。

収束物性値による伝達関数は、佐藤ほか（2013）の物性値による伝達関数と同様に、本震時のH/Vスペクト
ルの特徴をよく再現しているものと考えられる。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p206 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

③鉛直方向の基盤地震動の再評価(1)

第302回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 資料2-1より抜粋

佐藤ほか（2013）において、付録として事例紹介していた鉛直方向の基盤地震動の評価結果は、物理探査学会(2013.10)

時点でのモデルに基づいていたが、表層部分のPS検層結果について笹谷ほか（2008）の位相速度と差異がみられたこと
から、最表層に重点をおいた再測定が物理探査学会発表後に実施されている。

再測定の結果、表層の6m以浅のP波速度は、佐藤ほか（2013）において鉛直方向の基盤地震動を評価した時のモデルと
は異なっていたため、P波速度を再設定した地盤モデルを用いた基盤地震動が再評価された。

※S波速度は、再測定の結果、佐藤ほか（2013）における地盤モデルとほぼ同様のため変更していない。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p207 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

③鉛直方向の基盤地震動の再評価(2)

第302回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 資料2-1より抜粋

再測定結果を用いて体積弾性率一定として基盤地震動を評価した結果、最大加速度は306Galであり、従来の評価結果
（296Gal）と比較してやや大きく評価された。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p208 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

③鉛直方向の基盤地震動の再評価(3)まとめ

 HKD020観測点のP波速度モデルは、笹谷ほか（2008）の位相速度と差異がみられたことから、最表層に重点をおいて
再測定され、その結果を踏まえて再設定された。

再設定結果を用いて体積弾性率一定として基盤地震動を評価した結果、最大加速度は306Galであり、従来の評価結
果（296Gal）と比較してやや大きい評価となった。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p209 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

④GL-6mまでポアソン比一定とした鉛直方向の基盤地震動の評価(1)

第302回原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合 資料2-1より抜粋

佐藤ほか（2013）および表層地盤のPS検層の再測定結果を踏まえた鉛直方向の基盤地震動評価は、体積弾性率一定とし
て評価しているが、地下水位の状況を踏まえ、GL-6mまでポアソン比一定、GL-6m以深を体積弾性率一定とした場合の鉛
直方向の基盤地震動が評価された。

体積弾性率一定とした場合と比較して、ポアソン比一定とした場合、S波速度の低下に伴ってP波速度も低下するため、最
大加速度は262Galと小さくなっている。

ポアソン比一定とした場合、最大加速度は262Galとなり、体積弾性率一定と仮定した結果（306Gal）は保守的な結果である。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p210 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

④GL-6mまでポアソン比一定とした鉛直方向の基盤地震動の評価(2) まとめ

 地下水位の状況を踏まえ、GL-6mまでポアソン比一定、GL-6m以深を体積弾性率一定とした場合
の鉛直方向の基盤地震動を評価している。

 GL-41mの基盤地震動を評価した結果、その最大加速度は262Galとなり、体積弾性率一定と仮定し
た結果の最大加速度値306Galは保守的な結果となっている。

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p211 再掲
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3.震源を特定せず策定する地震動／3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

まとめ

北海道留萌支庁南部地震における佐藤ほか（2013）によるHKD020（港町）観測点の基盤地震動評価をもとに以下の①～④
の検討が行われた。

① GL-41mまで非線形性を考慮した基盤地震動評価（水平方向）

② GL-6mからGL-41mまで減衰定数を3％とした基盤地震動評価（水平方向）

③ 再測定されたPS検層結果を踏まえた基盤地震動評価（鉛直方向）

④ 地下水位の状況を踏まえGL-6mまでポアソン比一定とした基盤地震動評価（鉛直方向）

上記の①～④の検討結果によると、HKD020港町の基盤地震動は、水平方向については②のケース（609Gal）が、鉛直方
向については③のケース（306Gal）が最も大きい。

佐藤ほか（2013）によるHKD020（港町）観測点の基盤地震動は、地表観測記録に基づきGL-41mのVs=938m/sの基盤層
において評価されており、敷地の解放基盤表面におけるVs=910m/sと同等のS波速度である。

 2004年北海道留萌支庁南部地震の『震源を特定せず策定する地震動』に考慮する基盤地震動として、水平方向については
最大加速度609Gal、鉛直方向については最大加速度306Galの基盤地震動を採用する。

地下構造モデルの策定で説明した敷地の地盤モデル

T.P.-218m

解放基盤表面
（Vs=910m/s）

審査会合（H30.9.14）
資料2-4-2 p212 再掲
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１．地下構造モデルの策定

1.1 地質調査結果に基づく地下構造

1.2 地震観測記録の分析

1.3 地下構造モデルの設定

２．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

2.1 プレート間地震

2.2 海洋プレート間地震

2.3 内陸地殻内地震

３．震源を特定せず策定する地震動

3.1 Mw6.5以上の2地震

3.2 2004年北海道留萌支庁南部地震

４．日本海溝沿いの地震活動の長期評価（地震調査委員
会（2019））の地震動評価内容への影響

審査会合（R2.2.14）  
資料2-4-2 p213 再掲 
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4.日本海溝沿いの地震活動の長期評価（地震調査委員会（2019））の地震動評価内容への影響

①地震調査委員会（2019）の変更点

敷地における地震動評価のうち、プレート間地震、海洋プレート内地震については、「地震調査研究推進本部地震調査委員会
（2012）：三陸沖から房総沖に掛けての地震活動の長期評価（第二版）」（以下、「地震調査委員会（2012）」という。）に基づいた
評価を行ってきたところ、平成31年2月26日に公表された、「地震調査研究推進本部地震調査委員会（2019）：日本海溝沿いの
地震活動の長期評価」 （以下、「地震調査委員会（2019）」という。）において内容の見直しが行われた。その内容は以下のとお
りである。

地震調査委員会（2012）における陸寄りの各領域を海溝寄りの沖合までの領域として見直し。
地震調査委員会（2012）において宮城県沖および三陸沖南部海溝寄りの二つの領域としていた領域を一つの領域に見直し。
茨城県沖と房総沖の境界位置を見直し。
各領域について、西側境界（陸側の境界）の位置を太平洋プレート上面深さ60kmの等深線位置に見直し。

地震調査委員会（2012）における領域区分※ 地震調査委員会（2019）における領域区分※

※ 地震調査委員会より転載

審査会合（R2.2.14）  
資料2-4-2 p214 再掲 
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4.日本海溝沿いの地震活動の長期評価（地震調査委員会（2019））の地震動評価内容への影響

②地震調査委員会（2019）における地震規模

地震調査委員会（2019）における領域区分※

※ 地震調査委員会（2019）より抜粋・一部加筆

地震調査委員会（2019）で各領域に考慮されている地震規模と、地震調査委員
会（2012）で各領域に考慮されている地震規模の比較を下表に示す。

評価対象地震 発生領域

地震規模

地震調査委員会
（2019）

地震調査委員会
（2012）

超巨大地震
（東北地方太平洋沖型）

岩手県沖南部
～茨城県沖

M9.0程度 Mw8.4～9.0

プレート間巨大地震
青森県東方沖

及び岩手県沖北部
M7.9程度 M8.0前後

ひとまわり小さい
プレート間地震

青森県東方沖
及び岩手県沖北部

M7.0～7.5程度 M7.1～7.6

沈み込んだ
プレート内の地震

青森県東方沖
及び岩手県沖北部

～茨城県沖
M7.0～7.5程度 M7.0～7.4

敷地

地震調査委員会における各領域の地震規模（敷地の地震動評価範囲）

審査会合（R2.2.14）  
資料2-4-2 p215 再掲 
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4.日本海溝沿いの地震活動の長期評価（地震調査委員会（2019））の地震動評価内容への影響

③プレート間地震の地震規模の比較

① 地震調査委員会（2019）で考慮する地震規模
地震調査委員会（2019）では、日本海溝沿いの地震と
して、右表の地震が考慮されている。
超巨大地震（東北地方太平洋沖型）の震源域につい
ては、最新の活動である東北地方太平洋沖地震の知見
から、宮城県沖を必ず含み、隣接する領域（岩手県沖南
部または福島県沖）の少なくとも一方にまたがり、場合
によっては茨城県沖まで破壊が及ぶと評価されている。

② 敷地の地震動評価で考慮する地震規模等
敷地のプレート間地震の評価は以下の通りである。

 地震調査委員会（2019）の①の地震に相当するものと
して、検討用地震（2011年東北地方太平洋沖地震を
踏まえた地震（ Mw9.0 ））を考慮。

 地震動評価のモデルにおけるSMGA位置や短周期レ
ベルについては、敷地への影響を考慮して保守的な
設定としている。

 地震調査委員会（2019）の②および③の地震の規模
は、検討用地震の規模を下回る。

③ 地震調査委員会（2019）と検討用地震の比較
以上の比較から、地震調査委員会（2019）において考
慮する地震による敷地への影響は、検討用地震による
敷地への影響を下回ると評価した。

地震名 発生領域 地震規模

地震調査委員会
（2019）

①超巨大地震
（東北地方太平洋沖型）

岩手県沖南部
～茨城県沖

M9.0程度

②プレート間巨大地震
青森県東方沖

及び岩手県沖北部
M7.9 程度

③ひとまわり小さい
プレート間地震

青森県東方沖
及び岩手県沖北部

M7.0～7.5程度

検討用地震
2011年東北地方太平洋
沖地震を踏まえた地震
（Mw9.0)

敷地全面を含む複
数領域（三陸沖北
部～宮城県沖）※

Mw9.0

プレート間地震の地震規模

※ 地震調査委員会（2019）との対比として選定

検討用地震の断層面
（三陸沖北部～宮城県沖）

地震調査委員会（2019）による超巨大地震の震源領域
※ 地震調査委員会（2019）より転載・一部加筆

敷地敷地

：地震調査委員会（2019）における領域境界

審査会合（R2.2.14）  
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4.日本海溝沿いの地震活動の長期評価（地震調査委員会（2019））の地震動評価内容への影響

④沈み込んだ海洋プレート内地震の地震規模の比較

① 地震調査委員会（2019）で考慮する地震規模
地震調査委員会（2019）では、沈み込んだプレート内の
地震の地震規模として、M7.0～7.5程度の値が示されて
いる。

② 敷地の地震動評価で考慮する地震規模等
敷地の沈み込んだ海洋プレート内地震の評価は以下
の通りである。
 敷地における沈み込んだ海洋プレート内地震につい
ては、「二重深発地震上部の地震」（DC型）、「二重深
発地震下部の地震」（DE型）、及び、「沖合の浅い地震
」の敷地への影響を検討し、2011年4月7日宮城県沖
の地震の知見を踏まえた「二重深発地震上部の地震」
（M7.2）を検討用地震として選定している。

 検討用地震は、基本モデルで断層面位置を敷地直近
となるような位置に設定するとともに、地震規模の不
確かさケースでは、断層面積が2倍以上となるような
断層面を設定し、地震規模をM7.5としている。

③ 地震調査委員会（2019）と検討用地震の比較
敷地の地震動評価で考慮する地震規模は地震調査委
員会（2019）と同等であり、その断層面位置を敷地直近
に想定していることから、地震調査委員会（2019）におい
て考慮する地震による敷地への影響は、検討用地震に
よる敷地への影響を下回ると評価した。

評価対象地震 発生領域 地震規模

地震調査委員会
（2019）

沈み込んだ
プレート内の地震

青森県東方沖
及び岩手県沖北部

～茨城県沖
M7.0～7.5程度

検討用地震
二重深発地震上部の
地震

敷地直近位置
M7.2～7.5※

（Mw7.1～7.4)

敷地前面領域の地震規模

検討用地震の断層面

※ 2011年4月7日宮城県沖の地震におけるMとMwの関係を基に設定

基本モデル 地震規模の不確かさケース

敷地 敷地

敷地

審査会合（R2.2.14）  
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4.日本海溝沿いの地震活動の長期評価（地震調査委員会（2019））の地震動評価内容への影響

⑤地震ハザード評価で考慮する地震規模の比較

① 地震調査委員会で考慮する地震規模
地震調査委員会（2012）及び地震調査委員会（2019）では、特定震源および領域震源に相当する領域にそれぞれ下表の様
な地震規模が考慮されている。
② 敷地の地震ハザード評価で考慮する地震規模
敷地の地震ハザード評価においては、それぞれ対応する領域に下表の様な地震規模を考慮している。
③ 地震調査委員会（2019）と敷地の地震ハザード評価で考慮する地震規模の比較
以上の比較から、敷地の地震ハザード評価で考慮する地震規模は、地震調査委員会（2019）で考慮する地震規模と同等も
しくは上回る規模を考慮していることから、地震調査委員会（2019）の知見を踏まえても、敷地の地震ハザード評価は過小評
価とはならないと評価した。

対象地震 発生領域

地震規模

地震調査委員会
（2012）

地震調査委員会
（2019）

敷地の地震ハザード評価

特
定
震
源

①超巨大地震
（東北地方太平洋沖型）

岩手県沖南部
～茨城県沖

M8.4～9.0 M9.0程度 Mw9.0

②プレート間巨大地震
青森県東方沖

及び岩手県沖北部
M8.0前後 M7.9程度 Mw8.3

領
域
震
源

③ひとまわり小さい
プレート間地震

青森県東方沖
及び岩手県沖北部

M7.1～7.6 M7.0～7.5程度 M7.9※

④沈み込んだ
プレート内の地震

青森県東方沖
及び岩手県沖北部

～茨城県沖
M7.0～7.4 M7.0～7.5程度 M8.2※

※ 敷地前面の震源領域において考慮している最大地震規模を記載。

地震ハザード評価で考慮する地震規模の比較

審査会合（R2.2.14）  
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4.日本海溝沿いの地震活動の長期評価（地震調査委員会（2019））の地震動評価内容への影響

⑥地震ハザード評価で考慮する地震発生頻度の比較

① 地震調査委員会で各領域に考慮する地震発生間隔
地震調査委員会（2012）および地震調査委員会（2019）で考慮する地震の発生間隔は下表のとおりである。
② 敷地の地震ハザード評価で考慮する地震発生間隔
敷地の地震ハザード評価で考慮する地震の発生間隔は下表のとおりである。
③ 地震調査委員会（2019）と敷地の地震ハザード評価の比較
比較の結果、敷地の地震ハザード評価は過小評価とはならないと評価した。
 震源①及び②の発生間隔は、地震調査委員会（2019）の発生間隔と同等である。
 震源③及び④の発生間隔は、地震調査委員会（2019）では領域ごとに発生間隔が設定されているのに対し、敷地の地震ハザー
ド評価では領域全体の地震発生間隔をグーテンベルク・リヒター則（以下G-R則と呼ぶ）を参照して設定している。※

地震名 発生領域

発生間隔

地震調査委員会
（2012）

地震調査委員会
（2019）

敷地の
地震ハザード評価

特
定
震
源

①超巨大地震
（東北地方太平沖型）

岩手県沖南部
～茨城県沖

600年程度 約550年～600年 約600年

②プレート間巨大地震
青森県東方沖

及び岩手県沖北部
97.0年 97.0年 97.0年

領
域
震
源

③ひとまわり小さい
プレート間地震

青森県東方沖
及び岩手県沖北部

14.1年に1回程度 8.8年に1回 領域震源として、各
領域の地震活動に
基づくG-R則に基づ

き算定※
④沈み込んだ
プレート内の地震

青森県東方沖
及び岩手県沖北部

～茨城県沖
不明

22.0～29.4年に1回
（領域全体の値） 地震ハザード評価に対する

各震源の寄与度

※ 地震調査委員会（2019）では、領域ごとの活動性の違いを考慮せず、東北地方太平洋沖地震発生以前のM7.0以上の地震の
発生数に基づき発生間隔を設定している。

※ 設定方法については参考資料参照
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地震ハザード評価で考慮する地震発生間隔の比較
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4.日本海溝沿いの地震活動の長期評価（地震調査委員会（2019））の地震動評価内容への影響

（参考）敷地における地震発生頻度の考え方

敷地の地震ハザード評価では、領域震源ごとの地震規模と発生数より、G-R則に基づいた発生頻度の算定を行っている。
その考え方は以下の通りである。
① 評価の考え方
各領域の中～大地震のデータを収集し、その規模と発生頻度の関係からG-R則に基づき評価に用いる地震活動モデルを
設定する。
② 評価に用いるデータ
 地震調査委員会（2019）が地震発生頻度の算定に用いた記録の期間（1923年～2011年東北地方太平洋沖地震以前）に
発生したM5以上の地震。

 宇津カタログに記載のある1885年以降のM6以上の地震。
③ 評価結果の例
敷地前面領域における評価結果の例を以下に示す。

敷地前面領域における地震の発生状況
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発
生
頻
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累
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4.日本海溝沿いの地震活動の長期評価（地震調査委員会（2019））の地震動評価内容への影響

（参考）地震調査委員会（2019）と敷地の地震ハザード評価における地震発生頻度の比較

地震調査委員会（2019）と敷地の地震ハザード評価における地震発生頻度の比較を行った結果、両者は整合しており、
地震調査委員会（2019）を踏まえても、敷地の地震ハザード評価に影響はないと考えられる。

発生様式 発生年月日 M

プレート間

1928.5.27 7.0
1931.3.9 7.2

1935.10.18 7.1
1943.6.13 7.1
1945.2.10 7.1
1960.3.21 7.2
1971.8.2 7.0
1989.11.2 7.1
1994.12.28 7.6
1995.1.7 7.2

プレート内

1937.7.27 7.1
1938.11.6 7.4
1968.5.16 7.5
2003.5.26 7.1

地震調査委員会（2019）が
発生頻度の根拠としている地震

地震調査委員会（2019）と敷地の地震ハザード評価における地震発生頻度の比較
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評価に用いる地震活動モデル

地震調査委員会（2019）における評価範囲

当社地震ハザード評価における評価範囲（プレート間）

◆：地震調査委員会（2019）が発生頻度の根拠としている地震

当社地震ハザード評価における評価範囲（プレート内）

※ 地震調査委員会（2019）に基づく発生頻度算出に用いる期間は、1923年～2011年の88年間としている。な
お、地震調査委員会（2019）に考慮されている「沈み込む海洋プレート内地震」については面積補正を行っ
ている。
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